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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高（百万円） 299,823 308,079 325,655 355,696 395,061

経常利益（百万円） 1,896 7,277 2,859 5,708 15,616

当期純利益（損失△）（百万円） △7,121 3,680 60 1,549 7,819

純資産額（百万円） 141,017 140,174 135,905 130,067 133,247

総資産額（百万円） 208,130 190,909 190,370 193,206 201,303

１株当たり純資産額（円） 1,060.60 1,054.26 1,022.15 978.25 1,001.50

１株当たり当期純利益（損失△）

金額（円）
△53.57 27.68 0.46 11.65 58.81

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 67.8 73.4 71.4 67.3 66.1

自己資本利益率（％） － 2.6 0.0 1.2 5.9

株価収益率（倍） － 79.6 4,166.0 170.3 31.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,567 800 15,304 17,469 24,337

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,577 △4,266 △5,783 △12,976 △21,855

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,432 △3,964 △6,657 △4,405 △1,812

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
15,789 8,355 11,251 11,338 12,005

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

4,403

(21,593)

4,477

(22,382)

4,699

(24,481)

4,999

(25,672)

4,997

(27,016)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　３．第36期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。

　　　４．直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高である「システムワイドセールス」は以下のとおりでありま

す。（消費税等は含まれておりません。）なお、「システムワイドセールス」の金額は「第５　経理の状

況」には記載されておりません。

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

システムワイドセールス

（百万円）
386,703 395,942 411,823 441,516 494,149

(2）提出会社の経営指標等
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回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高（百万円） 53,154 51,122 50,796 53,158 54,553

経常利益（百万円） 558 832 1,079 1,530 1,022

当期純利益（損失△）

（百万円）
△2,318 680 790 628 526

資本金（百万円） 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113

発行済株式総数（株） 132,960,000 132,960,000 132,960,000 132,960,000 132,960,000

純資産額（百万円） 146,781 142,937 139,397 132,601 128,436

総資産額（百万円） 161,595 154,988 149,235 142,695 141,696

１株当たり純資産額（円） 1,103.95 1,075.04 1,048.42 997.30 965.98

１株当たり配当額（うち１株当たり

中間配当額）（円）

30.0

(－)

30.0

(－)

30.0

(－)

30.0

(－)

30.0

(－)

１株当たり当期純利益（損失△）金

額（円）
△17.44 5.11 5.94 4.73 3.96

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 90.8 92.2 93.4 92.9 90.6

自己資本利益率（％） － 0.5 0.6 0.5 0.4

株価収益率（倍） － 431.10 321.11 419.45 471.46

配当性向（％） － 586.5 504.9 634.3 757.6

従業員数（外、平均臨時雇用者数）

（人）
3 3 2 0 0

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　３．第36期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

　当社（形式上の存続会社、昭和52年１月19日設立、本店所在地・東京都千代田区、平成11年３月30日に商号を株式会

社タキレックから日本マクドナルド株式会社に変更、１株の額面金額500円）は、旧日本マクドナルド株式会社（実質

上の存続会社、昭和46年５月１日設立、本店所在地・東京都新宿区、無額面普通株式）の株式の額面金額を変更するた

め、平成12年１月１日を合併期日として同社を吸収合併し、合併により本店を東京都新宿区に移転し、同社の資産・負

債及びその他一切の権利義務を引き継ぎましたが、合併前の当社は休業状態にあり、合併後におきましては被合併会

社の営業活動を全面的に継承しております。

　従いまして、平成11年12月31日以前に関する事項は、特に記載のない限り、実質上の存続会社である旧日本マクドナ

ルド株式会社について記載しております。

　また、当社は、平成14年７月１日をもって100％子会社「日本マクドナルド株式会社」を会社分割により新設し、同社

が当社のハンバーガーレストランの営業を承継いたしました。当社は商号を「日本マクドナルドホールディングス株

式会社」と変更のうえ、持株会社として事業を行っております。
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昭和46年５月 東京都港区に日本マクドナルド株式会社設立

６月 店舗運営を基本とする人材教育のため、ハンバーガー大学を開校する

７月 日本での第１号店を東京都中央区にオープン（銀座店）

昭和47年７月 関西第１号店を京都市下京区にオープン（藤井大丸店）

昭和48年６月 中部地区第１号店を名古屋市中区にオープン（金山店）

12月 資本金を３億2,400万円に増資

昭和49年３月 東京都新宿区　新宿住友ビルに本社移転

昭和50年３月 四国地区第１号店を香川県高松市にオープン（高松店）

11月 九州地区第１号店を熊本県熊本市にオープン（熊本大洋店）

昭和51年２月 フランチャイズ契約第１号店が沖縄県浦添市にオープン（牧港店）

10月 中国地区第１号店を広島市中区にオープン（広島本通り店）

昭和52年10月 本格的なドライブスルー方式を採用した第１号店を東京都杉並区にオープン（環八高井戸店）

昭和53年８月 当社出資100％の新会社カリフォルニア・ファミリー・レストラン・インクを設立

10月 マクドナルド全世界5,000号店を神奈川県藤沢市にオープン（江ノ島店）

12月 カリフォルニア・ファミリー・レストラン・インクが米国カリフォルニア州サンタ・クララ市に店

舗をオープン

昭和54年５月 北海道第１号店を札幌市中央区にオープン（札幌ポールタウン店）

11月 社員フランチャイズ制度を発足させ第１号店を埼玉県東松山市にオープン（東松山丸広店）

昭和55年８月 東北地区第１号店を宮城県仙台市にオープン（仙台一番町店）

昭和57年８月 日本マクドナルドの開発によるＰＯＳシステムを米国マクドナルドが採用

12月 国内における外食産業で売上高１位（直営・フランチャイズ店合計売上高702億円）になる（日経

流通新聞　昭和58年４月28日掲載）

昭和59年５月 資本金を４億5,600万円に増資

昭和60年５月 資本金を５億8,800万円に増資

昭和61年５月 資本金を７億2,000万円に増資

昭和62年５月 資本金を８億5,200万円に増資

昭和63年５月 資本金を10億円に増資

平成７年３月 東京都新宿区　新宿アイランドタワーに本社移転

平成８年８月 ガソリンスタンドとの共同出店を埼玉県越谷市にオープン（千間台出光Ｓ・Ｓ店）

平成９年７月 マクドナルドミュージアム（博物館）オープン

平成11年４月 資本金を68億7,512万円に増資

６月 資本金を82億7,387万円に増資

平成12年１月 株式の額面金額変更のため、形式上の存続会社である日本マクドナルド株式会社（旧株式会社タキ

レック、本店の所在地・東京都千代田区）と合併

12月 資本金を88億1,387万円に増資

平成13年７月 ＪＡＳＤＡＱ市場へ上場

 資本金を241億1,387万円に増資

平成14年２月 東京都新宿区に当社50％出資の株式会社エブリデイ・マックを設立

６月 東京都新宿区に当社50％出資の英国サンドイッチチェーン日本プレタ・マンジェ株式会社を設立

７月 商号を「日本マクドナルドホールディングス株式会社」に変更後、会社分割により東京都新宿区に

100％子会社として「日本マクドナルド株式会社」を設立するとともに、ハンバーガーレストランの

営業を日本マクドナルド株式会社へ承継

９月 東京都千代田区日比谷にプレタ・マンジェ１号店をオープン（日比谷シティ店）

平成15年１月 株式会社エブリデイ・マックを100％子会社化

８月 マクドナルドミュージアム（博物館）閉館

平成16年11月 日本プレタ・マンジェ株式会社清算完了

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成19年７月 東京都新宿区に当社70％出資のThe ＪＶ株式会社を設立
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３【事業の内容】

（当社の事業内容）

　当社は、日本マクドナルド株式会社、株式会社エブリデイ・マック、The ＪＶ株式会社の持株会社として、グループ企

業の連結経営戦略の策定業務と実行業務及び不動産賃貸業務を主たる事業としております。

（関係会社の事業内容）

　日本マクドナルド株式会社は、直営店方式による店舗運営とともにフランチャイズ方式による店舗展開を通じハン

バーガーレストラン事業を展開しております。同社は、マクドナルド・コーポレーションから許諾されるライセンス

に対するロイヤルティーを支払っております。日本国内においては、フランチャイズ店舗を経営するフランチャイ

ジーに対してノウハウ及び商標等のサブ・ライセンスを許諾し、フランチャイジーからロイヤルティーを収受してお

ります。

　株式会社エブリデイ・マックは当社の100％出資子会社であり、日本マクドナルド株式会社の店舗及び顧客に対する

各種サポート事業を行っております。

　当連結会計年度において連結子会社の日本マクドナルド株式会社が新たに設立する会員組織の新会員向けのプロ

モーション活動を企画及び運営するThe ＪＶ株式会社を株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと共同出資（当社出資比

率70％）にて設立しております。なお、当連結会計年度における、当社グループの損益に与える影響は軽微でありま

す。

　また、当社と一部のフランチャイジーとの共同出資で設立していた匿名組合２組合を清算しております。なお、この

清算が当社グループの損益に与える影響は軽微であります。

当社とこれら関係会社との当連結会計年度末における資本関係及び取引関係の概要は、以下のとおりであります。

 

［事業系統図］

※１　連結子会社
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は　
出資金

主要な事業内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％）

関係内容 摘要

（その他の関係会社）       

マクドナルド・コーポレー

ション

米国

イリノイ州

16.6百万

米ドル

ハンバーガー

レストラン

チェーン

(被所有)

（49.99）
役員の兼任あり

（注）

１

マクドナルド・レストランズ

・オブ・カナダ・リミティッ

ド

カナダ

オンタリオ州

4,663千

カナダドル

ハンバーガー

レストラン

チェーン

(被所有)

27.56

マクドナルド・

コーポレーション

の子会社

 

マクドナルド・レストラン・

オペレーションズ・インク

米国

デラウェア州

３千

米ドル
持株会社

(被所有)

22.43

（27.56）

マクドナルド・

コーポレーション

の子会社

 資金の借入

 

（連結子会社）       

日本マクドナルド株式会社
東京都

新宿区
100百万円

ハンバーガー

レストラン

チェーン

100.00

役員の兼任あり

貸付金等の投融資

店舗用固定資産等

の賃貸

 

（注）

２・３

 

株式会社エブリデイ・マック
東京都

港区
80百万円

レストランサ

ポート事業
100.00 役員の兼務あり  

The ＪＶ株式会社
東京都

新宿区
150百万円

e-マーケティ

ング事業
70.00 －  

　（注）１．議決権の被所有割合の（　）内は間接所有割合で内数であります。

　　　　２．特定子会社に該当しております。

　　　　３．日本マクドナルド株式会社については、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 394,594 百万円

 (2）経常利益 14,455 百万円

 (3）当期純利益 7,200 百万円

 (4）純資産額 5,508 百万円

 (5）総資産額 89,078 百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

店舗部門 4,211 (26,998)

管理部門 786 (18)

合計 4,997 (27,016)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。また、従業員数の中には、嘱託（８名）、出向・海外派遣社員（

47名）、休職（58名）は含まれておりません。

(2）提出会社の状況

平成19年12月31日現在、従業員はおりません。 

　（注）当社は持株会社であり、管理・経理事務処理業務等に関しては日本マクドナルド株式会社に委託しております。

　　

 

(3）労働組合の状況

当社の連結子会社である日本マクドナルド株式会社においては労働組合が存在しております。なお、労使関係は良好

であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当社グループにおきましては、ハンバーガーレストラン事業に経営資源を集中する施策を引き続き進めております。

当連結会計年度の業績は連結売上高が3,950億61百万円で前期比393億65百万円の増加となりました。利益面につきま

しては、連結経常利益が156億16百万円で前期比99億７百万円の増加となりました。また、貸倒引当金戻入益１億43百

万円及び店舗移転補償金２億36百万円を特別利益に計上し、戦略的な不採算店舗の閉店に伴う店舗閉鎖損失12億88百

万円等を特別損失に計上した結果、税金等調整前当期純利益は138億83百万円で前期比105億11百万円の増加、連結当

期純利益は78億19百万円で前期比62億70百万円の増加となりました。

（ハンバーガーレストラン事業）

　当社グループの基幹ビジネスであるハンバーガーレストラン事業を運営する日本マクドナルド株式会社では、ＱＳ

Ｃ（信頼の品質、スピーディーで心地よいサービス、清潔で快適な環境）のさらなる向上を基本とし、平成16年以後、

一貫して顧客数拡大戦略を徹底し、加えて積極的な投資を継続してまいりました。当期における主要な施策は以下の

とおりであります。

　　①　「マックグリドル」「メガシリーズ」「マックラップ」等の新メニューの投入

　　② ドライブスルー店舗を中心とした24時間営業の拡大（当期末現在1,312店舗）

　　③ 地域別価格の導入

　　④ 快適な食事空間を提供するための店舗改装（当期改装店舗数240店舗）

　　⑤ 年間13,000名以上の受講生を育てるハンバーガー大学をはじめとした人材開発への投資強化

　　⑥ 会員数800万人を突破したトクするケータイサイトを中心とするe-マーケティングの拡大

　　⑦ フランチャイズ化の推進（当期末現在1,072店舗、前期末比76店舗の増加）

　店舗展開につきましては、以下のとおりとなっております。

　なお、閉店数のうち100店舗については、さらなる収益構造の抜本的な改善を目指した戦略的な不採算店舗の閉店で

あります。

区分 前期末現在 新規出店 閉店 区分移行（注） 当期末現在

　直営店舗数 2,832店 62店 △151店 △69店 2,674店

　フランチャイズ店舗数 996店 25店 △18店 69店 1,072店

　合計店舗数 3,828店 87店 △169店 － 3,746店

（注）区分移行につきましては、直営店舗からフランチャイズ店舗への移行店舗数とフランチャイズ店舗から直営店

舗への移行店舗数を合計した純額の数字であります。

　また、企業活動における社会貢献の重要性が高まりつつあるなか、日本マクドナルド株式会社では、“社会の未来を

になう子どもたちの健全な育成の応援”と“地域社会への還元”を目的に、社会支援、環境、労働、食生活といった分

野において多種多彩なＣＳＲプログラムを推進しています。

　具体的には、病気の子どもと家族を支援する「世界子どもの日」チャリティーキャンペーンをはじめ、環境対策とし

ての省エネルギー化・リサイクル対策、厚生労働省の推進する若者向け就職サポートプログラム「Ｙｅｓ-プログラ

ム」への協力や、食育普及の支援などの、ＣＳＲ活動に積極的に取り組んでいます。

　ＣＳＲ活動を通じて国民一人ひとりがボランティアやチャリティー活動に参加できる環境づくりに努め、より一層

の「チャリティー文化」を日本に根付かせていきたいと考えております。

　加えて、同社では、当期に起こった自主衛生基準を逸脱した一部のフランチャイズ店舗における行為発覚に関して、

今まで以上にお客様との信頼関係を強固にしていくために、“私たちは、食の安全をすべてに優先させます”をス

ローガンとして以下の４つの取組みを行っております。

①　食品管理システムに関する基本知識と目的の理解向上

②　「健全な問題提起と議論ができる文化」の醸成

③　店舗オペレーション技術の改善、過失の防止対策

④　食の包括的管理に関する活動の継続

 

　以上のような活動の結果、年間システムワイドセールス（注）は4,941億49百万円で前期比526億33百万円の増加とな

り、創業来最高記録を前期に引き続き塗り替えました。既存店に関しましても、年間既存店売上高の対前年比は10.2％
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増となり、４年連続でプラス成長を持続しております。また、お子様に人気のおもちゃ付きメニュー「ハッピーセッ

ト」の年間販売数が初めて１億個を突破し、記録の更新となりました。

　（注）システムワイドセールスとは、直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高であり、連結損益計算書に記載されている売上高とは　　　

一致いたしません。

（その他の事業）

　当社の連結子会社である株式会社エブリデイ・マックは、日本マクドナルド株式会社の店舗及び顧客に対する各種

サポート事業を行っております。これらの事業活動の結果、売上高は10億23百万円で前期比２億７百万円の減少、経常

利益は58百万円で前期比18百万円の減少、当期純利益は35百万円で前期比６百万円の減少となりました。

　当連結会計年度において連結子会社の日本マクドナルド株式会社が新たに設立する会員組織の新会員向けのプロ

モーション活動を企画及び運営するThe ＪＶ株式会社を株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと共同出資（当社出資比

率70％）にて設立しております。なお、当連結会計年度における当社グループの損益に与える影響は軽微であります。

　また、当社と一部のフランチャイジーとの共同出資で設立していた匿名組合２組合を清算しております。なお、この

清算が当社グループの損益に与える影響は軽微であります。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、120億５百万円（前年同期末比5.9％の増

加）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計期年度における営業活動により得られた資金は、243億37百万円となり、前年同期68億67百万円の収入増

となりました。この主な増加要因としては税金等調整前当期純利益が前年同期比105億11百万円増加したことがあげ

られます。一方、減少要因としては、前連結会計年度において減損損失を22億92百万円計上したこと及び未払費用の増

減額が19億33百万円減少したことがあげられます。なお、当連結会計年度より支払手形の振り出しを終了いたしまし

た。これにより支払手形の増減額が105億83百万円減少し、その他の負債の増減額が109億63百万円増加しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

　当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は218億55百万円となり、前年同期比88億78百万円の支出増と

なりました。この主な増加要因としてはハンバーガーレストラン事業の新規メニューのための調理器材の導入や店舗

改装及び新規出店による店舗設備等の取得による支出が前年同期と比較し85億97百万円増加したことがあげられま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

　当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は18億12百万円となり、前年同期比25億92百万円の支出減と

なりました。この主な減少要因としては短期借入れによる運転資金の調達が前年同期比25億円増加したことがあげら

れます。

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、マクドナルドハンバーガー直営店舗を展開し、またフランチャイズ店舗からロイヤルティー等の収

入を得ております。当連結会計年度の部門別販売実績・直営店舗地域別店舗数及び売上金額を示すと、次のとおりで

あります。

販売実績

（部門別販売実績）
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部門別

当連結会計年度

（自　平成19年１月１日

　 至　平成19年12月31日）

売上金額

（百万円） 構成比　　（％）

前年同期比

（％）

直営店販売部門

サンドイッチ 149,615 37.9 12.9 

デザート 104,795 26.5 14.8 

ドリンク 76,310 19.3 1.7 

ブレックファースト 14,294 3.6 25.5 

ブレックファースト・デザート 9,876 2.5 9.6 

その他 7,063 1.8 7.4 

計 361,956 91.6 11.1 

フランチャイズ収入部門 32,554 8.2 14.8 

その他 549 0.2   △65.9  　

合計 395,061 100.0 11.1 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　　

　　　　　２．上記の直営店販売部門売上金額には、フランチャイズ店舗分は含まれておりません。

　　　３．上記のサンドイッチには、ハンバーガー、チーズバーガー、ビックマック、フィレオフィッシュ、てりやき

マックバーガー等のバーガー類が含まれております。

　　　４．フランチャイズ収入部門の売上金額は、ロイヤルティー、賃貸料、広告宣伝費、店舗売却による収入等であ

ります。

　　 ５．その他の売上金額は、レストランサポート事業等の収入であります。
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（直営店舗地域別店舗数及び売上金額）

 
 当連結会計年度

（自　平成19年１月１日　
　  至　平成19年12月31日）

 都道府県別  店舗数（店）  売上金額（百万円）  構成比（％）  前年同期比（％）

北海道 46 6,118 1.7 △0.6 
青森県 15 1,587 0.4 11.3 
岩手県 17 1,553 0.4 16.9 
宮城県 40 5,454 1.5 14.2 
秋田県 14 1,393 0.4 15.9 
山形県 － 768 0.2 △47.4 
福島県 30 3,012 0.8 27.3 
茨城県 77 8,878 2.5 15.4 
栃木県 53 5,338 1.5 21.2 
群馬県 50 5,159 1.4 14.9 
埼玉県 147 18,036 5.0 15.3 
千葉県 126 17,826 4.9 11.2 
東京都 415 66,615 18.4 11.3 
神奈川県 233 35,149 9.7 14.0 
新潟県 － 249 0.1 △90.8 
富山県 21 2,695 0.7 20.4 
石川県 20 2,209 0.6 18.5 
福井県 11 1,582 0.4 0.2 
山梨県 23 2,727 0.8 12.4 
長野県 51 4,771 1.3 13.3 
岐阜県 48 5,364 1.5 12.0 
静岡県 66 8,938 2.5 10.5 
愛知県 201 25,455 7.0 15.6 
三重県 45 4,573 1.3 11.7 
滋賀県 45 5,270 1.5 12.1 
京都府 73 10,012 2.8 11.4 
大阪府 252 36,460 10.1 10.5 
兵庫県 116 16,086 4.4 11.6 
奈良県 30 3,899 1.1 8.3 
和歌山県 20 2,294 0.6 10.4 
鳥取県 5 470 0.1 83.9 
島根県 7 730 0.2 97.1 
岡山県 26 3,928 1.1 11.9 
広島県 42 6,221 1.7 11.9 
山口県 15 1,735 0.5 11.7 
徳島県 11 1,732 0.5 7.0 
香川県 23 3,107 0.9 13.3 
愛媛県 30 3,219 0.9 14.9 
高知県 － － － － 
福岡県 85 11,621 3.2 10.6 
佐賀県 13 1,208 0.3 20.2 
長崎県 8 1,399 0.4 △1.2 
熊本県 33 4,132 1.1 2.9 
大分県 21 3,018 0.8 22.3 
宮崎県 17 1,916 0.5 19.9 
鹿児島県 17 2,385 0.7 7.0 
沖縄県 36 5,641 1.6 9.1 
合計 2,674 361,956 100.0 11.1 

　（注）１．上記店舗数は、期末日現在の店舗数を記載しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．上記の店舗数及び売上金額には、フランチャイズ店舗分は含まれておりません。

４．山形県、新潟県及び高知県内の店舗は期末日現在、全店フランチャイズ店舗であります。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、主力事業であるハンバーガーレストラン事業に対し、今後も引き続き経営資源を集中してまいりま

す。現在、日本マクドナルド株式会社を中心に店舗での最高のＱＳＣ＆Ｖ（信頼の品質、スピーディーで心地よいサー

ビス、清潔で快適な環境、バリュー）の提供と「i’m lovin’ it™」をテーマとするブランド戦略を通じてマクドナルド・

ブランドの認知の強化を図っております。バリュー戦略により、さらに多くのお客様の支持を得ましたが、施策の実行

におけるスピードと質をさらに高め、売上高とともに利益の確保に努めてまいります。また、企業の社会的責任とし

て、食の安全の追求、食育活動の強化や、社会貢献活動においてもドナルド・マクドナルド・ハウスへの支援を継続

し、これまでと同様に積極的に取り組んでまいります。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年３月28日)現在において判断したものであ

ります。

（１）店舗の賃借物件への依存について

　当社は、本社、事務所及び95％以上の店舗の土地建物を賃借しております。賃貸借期間は当社と賃貸人との合意によ

り更新可能でありますが、賃貸人側の事情による賃貸借契約の期限前解約により、業績が好調な店舗であっても閉店

を余儀なくされることがあります。

　また当社は、賃貸人に対して預託金を差し入れておりますが、契約終了時に一括で返還される「敷金」と、数年から

最長20年に亘る分割によって返還を受ける「保証金（建設協力金）」があります。当連結会計年度末の「敷金・保証

金」残高は640億64百万円であります。敷金・保証金のうち全部または一部が倒産その他の賃貸人に生じた事由によ

り回収できなくなるリスクがあります。

（２）原材料の価格変動によるリスクについて

　日本マクドナルド株式会社が提供する商品の原材料である牛肉、ポテト等の価格は国際商品市況等の影響を受けて

変動しております。これら原材料の価格変動は当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（３）為替変動リスクについて

　日本マクドナルド株式会社が提供する商品の原材料の多くは海外から輸入されているため、その価格は為替変動の

影響を受けております。同社は、輸入代理店または金融機関を経由した為替予約により、為替変動リスクを回避する努

力を行っておりますが、適切かつ機動的な為替予約を必ず行えるという保証はなく、為替予約の手当てなしに為替相

場が大幅な円安となった場合、売上原価が上昇することにより当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

（４）天候及び災害によるリスクについて

　特に店舗が集中している首都圏などで台風や地震等の自然災害が発生した場合は、当社グループの財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（５）法的規制について

　日本マクドナルド株式会社の直営及びフランチャイジー店舗は、食品衛生法の規定に基づき、監督官庁から飲食店営

業許可、菓子製造許可及び乳類販売営業許可を取得しているのに加え、環境の保護に関して、容器包装リサイクル法

等、各種環境保全に関する法令の制限を受けております。これらの法的規制が強化された場合、それに対応するための

新たな費用が増加すること等により、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（６）食品の安全管理について

　日本マクドナルド株式会社は、飲食店における衛生管理の重要性に鑑み、法定の食品衛生に加え、ＨＡＣＣＰ（

Hazard Analysis Critical Control Point、危害分析重要管理点方式（注））の手法に基づいた衛生管理を行っております。

また、食品衛生責任者の設置、害虫駆除の定期的実施、従業員の身だしなみチェックと手洗いの励行に加え、厨房機器

の定期的なメンテナンス、食品管理に関するマニュアルの整備と従業員教育の実施等により、安全な商品をお客様に

提供するための衛生管理を徹底しております。万一、異常が発生した場合には、異常申立者の救護治療、拡大防止のた

めの迅速な措置を取る体制を整えているほか、賠償責任保険への加入などの対策を講じております。

　しかしながら、飲食店営業の特有の問題点といたしまして、集団食中毒等の衛生問題が発生した場合、当社グループ

の経営成績に影響を与える可能性があります。

（注）米国航空宇宙局（ＮＡＳＡ）の宇宙食の製造のために開発された衛生管理手法

（７）食品に関する安全性について

　ＢＳＥ（牛海綿状脳症）、鳥インフルエンザ等、社会全般に影響を与える衛生問題あるいは風評等が発生した場合、

売上の減少、安全衛生の強化施策費の増加、関連設備投資、安全性に関するキャンペーン費用等により、当社グループ

の経営成績に影響を与える可能性があります。

（８）競合について

　日本マクドナルド株式会社は、ハンバーガーを中心とするファストフード業界のみならず、コンビニエンスストアや

中食と言われる惣菜販売業者等との間において、競合状態にあります。当社グループは、主に飲酒を主とした居酒屋・

スナック及び給食施設を除いたマーケットをＩＥＯ（Informal Eating Out）市場と設定して、日本マクドナルド株式会

社の置かれた状況を分析し経営を行っておりますが、競合の激化が当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

（９）個人情報保護について

　当社グループは、お客様の個人情報等を個人情報保護法の趣旨に沿った社内体制に基づき管理・運用しております

が、万一漏洩があった場合には、顧客に重大な損失を与え、当社グループの社会的信用を失う可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）米国マクドナルドとのライセンス契約

ａ．契約日　平成10年８月26日

ｂ．契約先　マクドナルド・コーポレーション（米国マクドナルド）

ｃ．契約内容

　当社は、昭和46年７月14日付で当社と米国マクドナルドとの間の実施許諾契約を締結しており、当該契約が、米

国マクドナルドの有する商標、商号及びノウハウを使用し、日本におけるマクドナルド・レストランの運営を行

い、また、日本におけるフランチャイザーとして当社がフランチャイズのサブ・ライセンスを実施する権利に係

るマスター・ライセンス契約として機能しております。同契約の期限は平成12年末であったため、平成13年１月

１日以降に係るライセンス契約を平成10年８月26日に締結いたしました。

　なお、平成14年３月20日付の会社分割についての合意書により、日本マクドナルド株式会社を当社と同等の権利

義務を保有する契約当事者としております。

　契約の主な内容は次のとおりであります。

契約期間
自　平成13年１月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年１月１日
至　平成42年12月31日

支払ロイヤルティー システムワイドセールスの2.5％ システムワイドセールスの３％

　（注）システムワイドセールスとは、直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高であります。

(2）国内フランチャイジーとのフランチャイジー加盟契約

ａ．当事者（日本マクドナルド株式会社とフランチャイジー）の間で、取り結ぶ契約

(イ）契約の名称

　フランチャイズ契約

(ロ）契約の本旨

　日本マクドナルド株式会社の許諾によるマクドナルド・レストラン経営のためのフランチャイズ契約

ｂ．加盟に際し、徴収する加盟金、保証金に関する事項

加盟金 保証金

2,500,000円 2,000,000円

　なお、平成14年７月１日付の会社分割についての合意書により、日本マクドナルド株式会社が同日をもってその

権利義務のすべてを当社から承継し、日本マクドナルド株式会社が契約当事者となっております。平成18年５月

１日以降の新規契約（古い契約の契約満了により新たに契約を締結するものも含む）においては、保証金を徴収

しておりません。

(3）日本トイザらス株式会社との役務契約

ａ．契約日　平成12年２月28日

ｂ．契約先　日本トイザらス株式会社

ｃ．契約内容

　日本マクドナルド株式会社は、当社が平成２年５月25日付で日本トイザらス株式会社との間で締結したサービ

ス契約に基づいて、日本マクドナルド株式会社が開発、所有する小売店事業の効率的な営業に関する専門知識・

技術及び小売店事業開発に関する用地選択並びに不動産開発ノウハウの提供を行っております。同契約は平成12

年１月31日に終了し、平成12年２月28日付で、それ以降に関する新たなサービス契約を締結いたしました。

　なお、平成14年７月１日付の会社分割についての契約当事者変更覚書により、日本マクドナルド株式会社が同日

をもってその権利義務のすべてを当社から承継し、日本マクドナルド株式会社が契約当事者となっております。

　平成19年２月28日付で日本マクドナルド株式会社は、日本トイザらス株式会社に対し、サービス契約上の権利を

有する地位にあることの確認及び当該サービス契約に関わる延滞債権の支払を求める訴訟を提起しております。

契約期間
自　平成12年２月１日
至　平成32年１月31日

サービスフィー収入 売上の0.5％

(4）株式会社富士エコーとの売買契約

ａ．契約日　昭和54年６月１日
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ｂ．契約先　株式会社　富士エコー

ｃ．契約内容

　当該契約は、日本マクドナルド株式会社が認定した規格・単価の商品を、株式会社富士エコーが当社の指定する

製造元より購入し日本マクドナルド株式会社及びそのフランチャイジーへ販売することを取り決めております。

契約更新

契約開始の昭和54年６月１日より５年間。

期間満了６ヶ月前迄に書面にて双方より更新拒絶の意思表示がない場合は、契約は

期間満了の翌日からさらに２年間継続するものとし以後も同様とする。

商品の価格
毎年１回、株式会社富士エコーの決算終了後見直しをすると同時に、その間に於ても

経済変動または物価等に著しい変化が生じた場合は双方協議のうえ決定する。

　　（注）日本マクドナルド株式会社が購入する商品の価格は、株式会社富士エコーの仕入単価に物流費を加えたもの

であります。
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６【研究開発活動】

当連結会計年度における研究活動体制、活動方針及び活動内容は次のとおりであり、研究開発費の総額は414百万円

であります。

（１）商品開発

ａ．商品開発活動の体制

　新商品の開発は日本マクドナルド株式会社における「メニュー開発本部」が担当しており、「バーガー部」および

「スナック＆ビバレッジ部」がそれぞれの担当領域の商品開発に当たっています。　

　開発にあたりましては、メニュー戦略の策定、商品コンセプトの策定、原材料の選定及び商品の組立を行い、開発の進

捗状況に応じて「営業推進開発部」とともにオペレーション（店舗における商品製造の手順）の検証と開発を行っ

ております。また、新規に必要な機器についても同様に「営業推進開発部」にて開発を行っております。　

　これらの営業関係の部門に加えて、資材の調達に関しては「商品・サプライチェーン本部」、また消費者の調査に関

しては「コンシューマー・インサイト部」などがサポートを行っております。このような関連部署との密接な連携の

下に、各商品の開発担当者がプロジェクトチームを編成し、商品開発・テスト・全国販売を進める体制をとっており

ます。

　具体的な商品の開発にあたっては、消費者に開発中の試作品を試食していただき、率直な感想・意見を聞くというグ

ループインタビューを実施しております。このグループインタビューは、定性的な情報を得るものであり消費者の生

の声をもとに商品の改良を重ね、完成度を高めることを目的としています。一方で商品によっては試食を伴った定量

的な調査を行い、消費者の評価を確認する方法も実施しております。

ｂ．商品開発活動の方針

　お客様の「お気に入りの食事の場とスタイル」になるというブランド・ミッションを達成すべく、消費者ニーズに

あった商品の開発を行っております。現代の食の多様化や食嗜好のトレンドに応えるべく、一貫した商品調査及び市

場調査を行い、定量的・定性的に消費者のニーズを把握しながら、グローバルブランドとしてのマクドナルドの独自

性を念頭において新商品の開発を行っております。

　さらにグローバル企業としてのメリットを活かし、世界の市場の動向をいち早く把握すべく、米国マクドナルド・

コーポレーションのグローバル・メニューマネージメント部門を通じて新商品開発の情報収集を行っております。

ｃ．商品開発活動の内容

　売上目標を達成し利益に貢献すべく、以下の事業戦略に沿って新商品の開発を行っております。

 （イ）ハンバーガー類の開発

　商品の構成においてビーフ、チキン、ポーク、シーフードの４つのプロテインのバランスを考慮しながら、該当商品の

新規パティ（ハンバーガー等に使用するメインの具材）、それにマッチしたソース、新規バンズ（ハンバーガーに使

用するパン）そして野菜などの開発を行っております。常に「マクドナルドらしさ」を考え、競合の店舗では経験で

きない「おいしさ」を提供することを目標としています。　当連結会計年度においては、期間限定商品として１月から

「メガマック」の販売を行い、好評を博しました。２月には「ジンジャーチキンフィレオ」、３月には春にお馴染みの

「てりたまバーガー」、４月には「バジルえびフィレオ」を販売しました。また、５月には「たまごダブルマック」、

６月には「メガブラザーズ第２弾」として「メガてりやき」の販売を行いました。さらに、期間限定商品として、８月

には「ピタマック・タンドリーチキン」、９月に「月見バーガー」、１０月に「焙煎ごま えびフィレオ」、１２月に

は「グラコロ、チーズ・グラコロ」と「メガたまご、メガトマト」を発売しております。定番商品としては、１１月に

「マックラップ」を発売しております。

 （ロ）朝食用サンドイッチの開発　

　１月に朝の新しい定番商品として、「マックグリドル ソーセージ＆エッグ・チーズ」、「マックグリドル ベーコ

ン＆エッグ・チーズ」、「マックグリドル ソーセージ」の３品の販売を開始しました。
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 （ハ）100円マックメニューの開発

　平成17年４月に開始した「100円マック」は、現在も客数の増加に大きく貢献しております。「三角チョコパイ」を

２月から販売し、６月には「三角マンゴーパイ」を販売しました。また、マックシェイクの期間限定メニューとして３

月に「カフェラッチェ」、５月には「マンゴーパッション」を販売しました。さらに、７月から「100円マック」に新

しいハンバーガー「マックポーク」を発売しました。

 （ニ）デザート及びスナックメニューの開発

　“とろ～り＆サクサク”の食感と味わいが楽しめる新食感デザート「マックフルーリー」をはじめ、果肉たっぷり

のフルーツソースなどをかける「サンデー」、コーンの食感も楽しい「ソフトツイスト」の３品を４月から東名阪エ

リア等で本格展開スタートし、それと同時に「マックフルーリー　キットカット」を販売し、スナック時間帯の客数と

売上の増加を図っています。７月には期間限定商品として「マックフルーリー　オレオ＆ストロベリー」、８月には

「マックフルーリー　オレオ＆キャラメル」、１２月には「マックフルーリー　ストロベリーショートケーキ」を発売

しました。

 （ホ）ドリンクメニューの開発

　現在の消費者の嗜好を反映したメニューの拡充を図り、同時に携帯性などの機能面も考慮した開発を進めておりま

す。また、コーヒーをより多くの機会に利用して頂けるよう開発に当たっています。

 （ヘ）既存商品や原材料の改善

　新規商品の開発とともに、個々の原材料（ソース、シーズニング、レタス、フィッシュポーション等）のおいしさの向

上や既存メニューの味の改良にも継続的に力を注いでおります。お客様のニーズに合った小さな改善の積み上げによ

り、おいしさの評価をさらに高めてまいります。

 （２）機器開発

ａ．機器開発活動の体制

　「厨房調理機器の開発」、「厨房機器の配置」及び「調理手順・調理方法の開発」に関しましては、日本マクドナル

ド株式会社の「営業推進開発部」が担当しております。

ｂ．機器開発活動の方針

　米国での開発機器や厨房機器等を基本とし、これに日本独自の事情（厨房面積の狭さ、日本人の平均身長等）への対

応策及び今後さらに厳しくなると予想されるアルバイト雇用環境を勘案し、効率的かつ安全な厨房機器等の開発を目

指しております。また、ゴミの減量化、エネルギー消費量の低減に伴う二酸化炭素排出の削減、冷媒フロン対策等地球

環境への配慮も目標にしております。

ｃ．機器開発活動の内容

現在上記の方針のもとに、以下のような活動を行っております。

（イ）標準化の推進　調理・販売作業の簡素化及び統一化、ビジネスとして高効率化の促進

（ロ）機器の小型化　機器本体の小型化を目指すとともに厨房面積のコンパクト化の実現

（ハ）故障率の低減　機器の故障率の減少及び修繕費の削減

（ニ）ゴミの減量化　食品材料や商品の廃棄をできるだけ少なくする調理方法の開発

（ホ）二酸化炭素排出の削減　省エネルギー型機器の導入と高効率なエネルギー使用の推進
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７【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

（1）財政状態の分析　

  
前連結会計年度末

（平成18年12月31日）

当連結会計年度末

（平成19年12月31日）
増減額

区分 金額（百万円）
百分比（％）

 
金額（百万円）

百分比（％）

 
金額(百万円) 

（資産の部）       

Ⅰ　流動資産  30,115 15.6 32,143 16.0 2,027

Ⅱ　固定資産  163,090 84.4 169,159 84.0 6,069

　１．有形固定資産 (注)１ 76,452 39.6 81,615 40.5 5,163

　２．無形固定資産 (注)２ 5,420 2.8 9,785 4.9 4,364

　３．投資その他の資産  81,217 42.0 77,758 38.6 △3,458

資産合計  193,206 100.0 201,303 100.0 8,096

（負債の部）       

Ⅰ　流動負債  59,979 31.1 64,599 32.1 4,619

Ⅱ　固定負債  3,158 1.6 3,455 1.7 296

負債合計  63,138 32.7 68,055 33.8 4,916

（純資産の部）       

純資産合計  130,067 67.3 133,247 66.2 3,180

負債純資産合計  193,206 100.0 201,303 100.0 8,096

　　（注）１．有形固定資産

　当連結会計年度末の有形固定資産は、816億15百万円で前連結会計年度末比51億63百万円の増加となりました。主な

要因は、ハンバーガーレストラン事業の新規メニューのための調理機材の導入や同事業のＱＳＣ向上のための店舗改

装等に投資したことによるものであります。

　　（注）２．無形固定資産

　当連結会計年度末の無形固定資産は、97億85百万円で前連結会計年度末比43億64百万円の増加となりました。主な要

因は、更なる効率化のためのシステムインフラの再構築を行っており、ソフトウェアを55億85百万円取得したことに

よるものであります。
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（2）経営成績の分析

  

前連結会計年度

（自　平成18年１月１日

　　至　平成18年12月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年12月31日）

増減額

区分 金額（百万円）
百分比（％）

 
金額（百万円）

百分比（％）

 
金額(百万円) 

システムワイドセールス (注)１ 441,516  494,149  52,633

       

売上高       

　直営店売上高  325,730  361,956  36,226

　フランチャイズ収入  28,355  32,554  4,199

　その他売上高  1,610  549  △1,060

売上高合計 (注)１ 355,696 100.0 395,061 100.0 39,365

売上原価       

　直営店売上原価  290,033 81.6 309,358 78.3 19,324

　（内訳）　材料費  (注)２ 106,317 29.9 116,616 29.5 10,298

　　　　　　労務費  (注)３ 98,724 27.8 104,589 26.5 5,865

　　　　　　その他  84,992 23.9 88,152 22.3 3,160

　フランチャイズ収入原価  19,221 5.4 21,251 5.4 2,030

　その他売上原価  794 0.2 410 0.1 △384

売上原価合計  310,049 87.2 331,020 83.8 20,970

売上総利益  45,646 12.8 64,040 16.2 18,394

販売費及び一般管理費 (注)４      

　広告宣伝費・販売促進費  17,332 4.8 24,262 6.2 6,930

　労務費  12,044 3.4 12,665 3.2 620

　その他  8,889 2.5 10,379 2.6 1,489

販売費及び一般管理費合計  38,266 10.7 47,307 12.0 9,041

営業利益  7,380 2.1 16,733 4.2 9,352

営業外収益  1,108 0.3 1,492 0.4 384

営業外費用  2,780 0.8 2,609 0.6 △170

経常利益  5,708 1.6 15,616 4.0 9,907

特別利益  167 0.0 380 0.1 212

特別損失 (注)５ 2,503 0.7 2,112 0.6 △391

税金等調整前当期純利益  3,372 0.9 13,883 3.5 10,511

当期純利益  1,549 0.4 7,819 2.0 6,270

　　

　　（注）１．システムワイドセールス及び直営店売上高

具体的な施策内容につきましては、前述の第２[事業の状況]をご参照ください。その結果、システムワイドセールス

は、4,941億49百万円で前連結会計年度比526億33百万円の増加（＋11.9％）、売上高合計は3,950億61百万円で前連結会

計年度比393億65百万円の増加（＋11.1％）となりました。

　　

　　（注）２．直営店売上原価　「材料費」

　当連結会計年度において「材料費」は、売上高の増加に伴い、1,166億16百万円、前連結会計年度比102億98百万円の増

加（＋9.7％）となりました。また、売上高比率は、前連結会計年度比0.4ポイント減少いたしました。この減少の要因

は、原材料価格の上昇という増加要因があったものの、地域別価格の導入等による価格体系の見直しによる効果が

あったためであります。
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　　（注）３．直営店売上原価　「労務費」

　当連結会計年度においても客数をさらに増加するために、また24時間営業を含む営業時間の延長に対応するために、

アルバイト及び社員数を増員し、店舗へ投入いたしました。以上の結果、「労務費」は1,045億89百万円で前連結会計年

度比58億65百万円増加（＋5.9％）となりました。また、売上高比率は、前連結会計年度比1.3ポイント減少いたしまし

た。この減少要因は、アルバイトの時給の上昇という増加要因を生産性の向上で吸収したことによるものであります。

 　 （注）４．販売費及び一般管理費　

  販売費及び一般管理費に関しては、第５[経理の状況]－１[連結財務諸表等]－注記事項－（連結損益計算書関係）

をご参照ください。

　　（注）５．特別損失

　特別損失に関しては、第５［経理の状況］－１［連結財務諸表等］－注記事項－（連結損益計算書関係）をご参照

ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、87店舗の新規出店、240店舗の既存店舗に対する改装等を中心に、以下の投資を行いました。

 店舗  本社管理部門  計  

 （百万円）  （百万円）  （百万円）  

建物 8,508  147  8,655  

構築物 762  －  762  

機械及び装置 3,769  153  3,923  

工具器具及び備品 3,286  84  3,370  

（無形固定資産）

ソフトウェア －  5,585  5,585  

敷金・保証金 1,657  34  1,692  

計 17,983  6,005  23,989  

　尚、当連結会計年度中にフランチャイジーに対し店舗を売却し、16億92百万円をフランチャイズ収入に計上しており

ます。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

帳簿価額（百万円）

従業 員数

(人)

 

建物 構築物
工具器具

及び備品

ソフト

ウェア

土地

敷金・　

保証金

投下資本

合計

 

面積

（㎡）
金額

ハンバーガー

レストラン事業

（店舗） 14,273 1,521 － － 97,886.86 16,609 62,653 95,057 －

本社本部 595 14 0 7,621 9,292.00 414 1,063 9,709 －

社宅 129 － － － 526.13 253 347 731 －

計 14,999 1,536 0 7,621 107,704.99 17,277 64,064 105,498 －

（注）上記の資産は全て日本マクドナルド株式会社に賃貸しており、敷金・保証金につきましては当該賃貸資産に係る

ものであります。

(2）国内子会社（日本マクドナルド株式会社）

帳簿価額（百万円）
従業 員数

(人)
 

建物 構築物 機械及び装置
工具器具

及び備品
投下資本合計

ハンバーガー

レストラン事業

（店舗） 25,871 2,471 10,380 7,593 46,317 4,211

本社本部 276 0 198 507 983 779

社宅 0 － － 1 1 －

計 26,148 2,472 10,579 8,102 47,302 4,990

(3）国内子会社（株式会社エブリデイ・マック）
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  帳簿価額（百万円）

事業所 所在地 建物
工具器具及び
備品

ソフトウェア 投下資本合計
従業員数
（人）

本社 東京都港区 3 0 0 3 6

計 3 0 0 3 6

(4)リース契約による主な賃貸借設備は、下記のとおりであります。

借主側

名称 台数（台）
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

リース期間

ＩＳＰ、ＰＯＳ機器 21,425 1,026 1,349 ３～６年

商品製造機器 28,538 1,576 4,719 ４～６年

その他 3 0 0 ６年

（注）１．ＩＳＰ（ＩＮ　ＳＴＯＲＥ　ＰＲＯＣＥＳＳＯＲ）とは、店舗に設置してあるコンピューターで、本社とデー

タの送受信を行っております。

２．ＰＯＳ（ＰＯＩＮＴ　ＯＦ　ＳＡＬＥＳ）とは、店舗に設置してあるレジのことであります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資計画については、今後の景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案の上策定しており

ます。 

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設・改修の計画、除却の決定は次のとおりであります。これら

は主に、当社の連結子会社であります日本マクドナルド株式会社が運営するハンバーガーレストランの営業に関連す

る設備であります。

（1）重要な設備の新設・改修

設備の内容

投資予定金額（百万円） 完成後の増加能力

総額
（内訳）

固定資産

 

リース物件
既支払額

増加
店舗数

増加客席数

 店舗新設 6,200 5,400 　 800 307 130 11,700 

 既存店改修 5,400 5,000 400 1,050 － － 

 その他情報システム開発等 27,000 　 26,000 　 1,000 　　 517 － － 

計 38,600 36,400 2,200 1,874 130 11,700 

　（注）１．店舗新設総額及び固定資産の金額には、敷金・保証金が含まれております。

　２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　３．上記の金額については、自己資金及び借入金によりまかなう予定であります。

 

（2）重要な設備の除却 

設備の内容 店舗数 除却損等見積り金額（百万円）

 店舗閉店 92 1,000

 既存店改修 175 900

 その他 － 1,100

計  267 3,000
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 480,840,000

計 480,840,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 132,960,000 132,960,000
㈱ジャスダック

証券取引所
－

計 132,960,000 132,960,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（百株）

発行済株式総
数残高
（百株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成13年７月26日

（注）
120,000 1,329,600 15,300 24,113 34,140 42,124

　（注）　有償・一般募集増資

（ブックビルディング方式）

発行価格 4,300円

引受価額 4,120円

発行価額 2,550円

資本組入額 1,275円
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（５）【所有者別状況】

 （平成19年12月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 28 28 958 88 96 237,199 238,397 －

所有株式数

（単元）
－ 49,822 2,125 8,082 776,843 210 492,507 1,329,589 1,100

所有株式数の

割合（％）
－ 3.75 0.16 0.61 58.43 0.01 37.04 100.00 －

（注）１．自己株式198株は、「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に98株を含めて記載しておりま

す。

　　　２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が115単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 （平成19年12月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 

マクドナルド・レストランズ・オブ・カ

ナダ・リミティッド

（常任代理人　アンダーソン・毛利・友

常法律事務所）

 

 

カナダ・オンタリオ州トロント

（東京都港区六本木1-6-1）

 

366,400

 

27.56

マクドナルド・レストラン・オペレー

ションズ・インク

（常任代理人　アンダーソン・毛利・友

常法律事務所）

 

アメリカ・デラウェア州ウィルミントン

（東京都港区六本木1-6-1）

298,250 22.43

チェース　マンハッタン　バンク　ジー

ティーエス　クライアンツ　アカウント　

エスクロウ

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行）

 

イギリス・ロンドン

（東京都中央区日本橋兜町６－７）

30,857 2.32

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）

 

 東京都中央区晴海1-8-11 19,416 1.46

インベスターズ　バンク　ウエスト　ペン

ション　ファンド　クライアンツ

（常任代理人　スタンダードチャーター

ド銀行）

 

 アメリカ・マサチューセッツ州・ボス

トン

（東京都千代田区永田町2－11－1）

15,839 1.19

日本マクドナルド社員持株会

 

 東京都新宿区西新宿6-5-1 13,199 0.99

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）

 

 東京都中央区晴海1-8-12 11,053 0.83

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

 

 東京都港区浜松町2-11-3 10,852 0.82

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリ

ティーズ（ジャパン）リミテッド（ビー

・エヌ・ピー・パリバ証券会社）

 

 東京都千代田区丸の内1-9-1 8,600 0.65

日本マクドナルドグループ持株会

 

 東京都新宿区西新宿6-5-1 6,634 0.50

計 － 781,100 58.75

（注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口)、資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信

託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式は、全て信託業務に係るものであり

ます。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成19年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 132,958,800 1,329,588 －

単元未満株式 普通株式　　　 1,100 － －

発行済株式総数 132,960,000 － －

総株主の議決権 － 1,329,588 －

　　（注）１．上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、11,500株（議決権の数　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　 115個）含まれております。

　　　　　２．単元未満株式には、当社所有の自己株式98株が含まれております。

②【自己株式数等】

 （平成19年12月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本マクドナルドホール

ディングス株式会社

東京都新宿区西新宿

６-５-１
100  － 100 0.00

計 － 100  － 100 0.00

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　  会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

　　該当事項はありません。　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他（ ― ） － － － －

保有自己株式数 198 － 198 －
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３【配当政策】

当社は業績、配当性向及びキャッシュ・フローのバランスを総合的に勘案し、自己資本比率、株主資本利益率等の財

務指標を妥当な水準に維持しながら、安定的な配当の継続を基本に株主の皆様への利益還元に努めることを基本方針

としております。

　当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は、株主

総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は前期と同様の１株当たり30円の配当を実施させていた

だきました。

　当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めてお

ります。

　なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成20年３月27日　

 定時株主総会決議
3,988 30

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円） 2,280
2,365

※　2,490
2,425 2,030 2,095

最低（円） 1,660
2,195

※　1,920
1,908 1,700 1,832

（注）　　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第34期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月

最高（円） 2,045 2,090 2,005 2,020 2,000 1,927

最低（円） 1,945 1,950 1,969 1,985 1,832 1,867

　　（注）　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
（百
株）

代表取締役

会長兼社長

最高経営

責任者

（ＣＥＯ）

原田　永幸 昭和23年12月３日生

平成２年８月 アップルコンピュータジャパン株式

会社（当時）入社、マーケティング

部長就任

平成５年10月 同社ビジネスマーケット事業部長兼

マーケティング本部長就任

平成６年10月 同社取締役マーケティング本部長就

任

平成８年６月 アップルコンピュータ社ワールドワ

イドコンシューママーケティング／

ＳＯＨＯ担当副社長就任

平成９年４月 アップルコンピュータ株式会社代表

取締役社長就任

平成９年４月 アップルコンピュータ社副社長就任

平成16年２月 日本マクドナルド株式会社代表取締

役副会長兼ＣＥＯ就任

平成16年３月 当社代表取締役副会長兼ＣＥＯ就任

平成16年５月 当社代表取締役副会長兼社長兼ＣＥ

Ｏ就任

平成16年５月 日本マクドナルド株式会社代表取締

役副会長兼社長兼ＣＥＯ就任

平成17年３月 当社代表取締役会長兼社長兼ＣＥＯ

就任（現任）

平成17年３月 日本マクドナルド株式会社代表取締

役会長兼社長兼ＣＥＯ就任（現任）

平成17年３月 株式会社西友社外取締役就任

（注）４ 10

代表取締役  
デビッド Ｔ．

マーフィー
昭和28年３月12日生

昭和50年５月 マクドナルド・コーポレーション入

社

平成８年12月 同社フィラデルフィア地区本部長就

任

平成10年12月 同社フィラデルフィア地区ＶＰ就任

平成13年10月 同社ＵＳＶＰフィラデルフィア地区

担当就任

平成18年２月 同社アジア太平洋中東アフリカ地区

営業・トレーニング担当ＶＰ就任

（現任）

平成19年３月 当社代表取締役就任（現任）

平成19年３月 日本マクドナルド株式会社代表取締

役就任（現任）

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
（百
株）

取締役  
パット Ｏ 

ドナヒュー
昭和19年２月16日生

昭和43年３月 マクドナルド・コーポレーション入

社

平成13年１月 マクドナルド・レストランツ・オブ

・カナダ・リミティッド会長兼ＣＥ

Ｏ就任

平成14年４月 マクドナルド・コーポレーション日

本マクドナルド担当リレーション

シップパートナー就任

平成15年３月 当社代表取締役就任

平成15年３月 日本マクドナルド株式会社代表取締

役就任

平成15年５月 当社代表取締役会長兼ＣＥＯ就任

平成15年５月 日本マクドナルド株式会社代表取締

役会長兼ＣＥＯ就任

平成16年２月 同社代表取締役会長就任

平成16年３月 当社代表取締役会長就任

平成17年３月 当社取締役就任（現任）

平成17年３月 日本マクドナルド株式会社取締役就

任（現任）

平成17年３月 マクドナルド・コーポレーションイ

ンターナショナルリレーションシッ

プパートナー就任（現任）

（注）４ －

取締役  
デビッド Ｇ．

ガーランド
昭和37年8月27日生

昭和59年５月 マクドナルド・コーポレーション入

社

平成４年３月 同社サプライチェーンファイナンス

マネージャー就任

平成６年３月 同社ＵＳＡゾーンコントローラー就

任

平成15年３月 同社アジア太平洋中東アフリカ地区

ファイナンス上席部長就任

平成20年１月 同社アジア太平洋中東アフリカ地区

バイスプレジデントコントローラー

就任（現任）

平成20年３月 当社取締役就任（現任）

平成20年３月 日本マクドナルド株式会社取締役就

任（現任） 

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
（百
株）

取締役  安田　隆之 昭和35年５月16日生

昭和61年４月 モービル石油株式会社（現エクソン

モービル有限会社）入社

平成17年４月 日本マクドナルド株式会社入社、執

行役員法務本部長就任

平成17年４月 当社法務・総務グループ担当執行役

員就任（現任）

昭和18年６月 日本マクドナルド株式会社執行役員

総務法務本部長就任

平成18年８月 株式会社エブリデイ・マック社外取

締役就任（現任）

平成18年11月 日本マクドナルド株式会社執行役員

コンプライアンス本部長就任

平成19年３月 当社取締役就任（現任）

平成19年12月 日本マクドナルド株式会社執行役員

人事本部長／法務オフィサー就任

（現任）

（注）４ 17

取締役  川村　明 昭和16年５月９日生

昭和42年５月 弁護士登録

昭和42年５月 アンダーソン・毛利法律事務所（現

アンダーソン・毛利・友常法律事務

所）入所（現任）

昭和61年４月 日本弁護士連合会常務理事就任

平成10年４月 京都大学法学部客員教授就任

平成14年３月 当社取締役就任（現任）

平成14年７月 日本マクドナルド株式会社取締役就

任（現任）

（注）４ －

取締役  高橋　鉄 昭和31年10月24日生

昭和61年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

昭和61年４月 三宅坂法律事務所入所、パートナー

就任

平成元年４月 東京弁護士会法制委員会副委員長就

任

平成８年２月 東京弁護士会司法修習委員会副委員

長就任

平成14年４月 日弁連司法制度調査委員会（商法部

会）

平成15年７月 霞が関パートナーズ法律事務所代表

パートナー就任（現任）

平成18年２月 フロレゾン株式会社社外監査役就任

（現任）

平成18年３月 アップルコンピューター株式会社社

外監査役就任（現任）

平成19年３月 当社取締役就任（現任）

平成19年３月 日本マクドナルド株式会社取締役就

任（現任）

（注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
（百
株）

常勤監査役  足助　正雄 昭和21年３月13日生

昭和47年９月 当社入社

平成５年４月 当社監査室統括マネージャー就任

平成14年７月 日本マクドナルド株式会社常勤監査

役就任（現任）

平成16年３月 株式会社エブリデイ・マック監査役

就任（現任）

平成16年３月 当社常勤監査役就任（現任）

（注）５ 40

監査役  又市　義男 昭和24年２月26日生

昭和49年４月 弁護士登録

昭和62年11月 ニューヨーク弁護士会登録

平成12年３月 当社監査役就任（現任）

平成14年７月 日本マクドナルド株式会社監査役就

任（現任）

（注）５ 10

監査役  吉野　賢治 昭和12年２月８日生

昭和44年８月 公認会計士登録

平成５年６月 太田昭和監査法人（現新日本監査法

人）入所

平成８年６月 太田昭和監査法人（現新日本監査法

人）副理事長就任

平成13年６月 新日本監査法人退任

平成14年３月 当社監査役就任（現任）

平成14年６月 高木証券株式会社社外取締役就任

（現任）

平成14年７月 日本マクドナルド株式会社監査役就

任（現任）

（注）５ －

監査役  
ケビン Ｍ．オ

ザン
昭和38年５月11日生

昭和60年７月 アーンストアンドヤングＬＬＰ入社

平成９年９月 マクドナルド・コーポレーション入

社、ファイナンシャルレポーティン

グ部長就任

平成16年８月 マクドナルドＵＳＡシカゴリージョ

ンリージョナルコントローラー就任

平成18年５月 マクドナルド・コーポレーションイ

ンベスターリレーション上席部長就

任

平成19年５月 同社コーポレートバイスプレジデン

トアシスタントコントローラー就任

平成20年２月 同社コーポレートシニアバイスプレ

ジデントコントローラー就任（現

任）

平成20年３月 当社監査役就任（現任）

平成20年３月 日本マクドナルド株式会社監査役就

任（現任） 

（注）５ －

    計  77

　（注）１．取締役川村　明氏及び高橋　鉄氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　２．監査役又市　義男氏、吉野　賢治氏、ケビン　Ｍ．オザン氏は会社法第２条第16号の社外監査役であります。

　　　３．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は、９名であります。

　　　４．任期は、平成19年３月27日開催の第36回定時株主総会から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

　　　５．任期は、平成20年３月27日開催の第37回定時株主総会から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは執行役員制度を採用しており、経営の意思決定機関及び業務の監督機関としての取締役会と執行役

員の業務執行機関を分離し、事業環境の変化に迅速に対応できる経営体制を敷いております。また、平成15年には、迅

速かつ的確な経営及び執行判断を補完する機関として、会長、社長、副社長及び一部の執行役員からなる「エグゼク

ティブ・マネージメント・チーム」を編成いたしました。これらの経営体制のもと、執行役員は担当業務において機

動的な業務執行を推進しております。

　監査機能につきましては、（１）会社の機関の内容、内部統制システムの整備状況及びリスク管理体制の整備の状況

等－②内部監査及び監査役監査の状況、③会計監査の状況をご参照ください。

　第三者の関与としては、顧問弁護士等の専門家から法令遵守に対する指導及び助言を受けております。また、会計監

査人である新日本監査法人より会社法及び金融商品取引法に基づく法定監査を受けており、監査の結果は、監査役会

及び取締役会に報告されております。

　（1）　会社の機関の内容、内部統制システムの整備状況及びリスク管理体制の整備の状況等

　①　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況及びリスク管理体制の整備の状況

　当社グループは、昨今の国内外企業における不祥事の続発に鑑み、より高い企業倫理の遵守とリスク管理の側面から

コンプライアンス体制を確立し、推進組織として法務・総務担当執行役員を委員長としたコンプライアンス委員会を

設置し、必要に応じ随時開催しております。企業不祥事の発生を防止するための行動基準として「業務上の行動規

範」ハンドブックを策定し、社員のみならず、パート従業員、取引先等、グループ関係者及びその家族が通報・相談で

きる窓口として「コンプライアンス・ホットライン」を設置し、運用しております。

当社グループ内のコーポレート・ガバナンス体制を図式化すると以下のとおりになります。
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　②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査の組織につきましては、ＣＥＯ直轄の独立した内部監査室があり、内部監査室長他１名の合計２名で

構成しております。内部監査の対象は、当社及び当社グループであります。内部監査活動を通じて、リスク・アプロー

チの概念に基づき各業務プロセスに潜在あるいは顕在化しているリスクを把握し、業務及び財産の実態を監査するこ

とにより、法令及び規程等の遵守、会社財産の保全、業務の効率化及び内部統制機能の強化に貢献することをその使命

としております。具体的には、ＣＥＯの決裁を受けた年度内部監査計画に基づいて実施し、内部監査の結果を被監査部

門の長に報告しております。また、監査結果に対して被監査部門から概ね２週間以内に監査結果に対する改善計画等

の回答を受領し、その内容を吟味した上で監査報告書をＣＥＯ及び監査役等に報告しております。なお、被監査部門に

関しては、改善期限を設定し、その期限経過後遅滞なく改善内容の実施状況についてフォローアップ監査を行い、内部

監査の実効性を担保しております。　

　監査役監査につきましては、１名の常勤監査役と３名の非常勤監査役で監査役会を構成し、経営に関する監視を行っ

ております。さらに内部監査室と密接に連携をとりながら、「監査役監査基準」に準拠して厳正に監査を行っており

ます。

　また、会計監査人である新日本監査法人と内部監査室及び監査役会は、会社法及び金融商品取引法に基づく法定監査

の結果報告に加え、必要の都度相互の情報交換、意見交換を行うなどの連携を通じて監査の実効性と効率性を確保す

るよう努めております。

　③　会計監査の状況

　会計監査の状況は以下のとおりです。

業務を執行した

公認会計士の氏名
所属する監査法人名

提出会社に係る

継続監査年数

高橋　英夫 新日本監査法人 ２年 

井村　順子 新日本監査法人 ２年 

（注）監査業務に係る補助者は公認会計士４名、会計士補２名及びその他３名です。

　④　社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　　　社外取締役川村　明氏及び高橋　鉄氏と当社の間に重要な該当事項はありません。

　社外監査役ケビン Ｍ．オザン氏が所属するマクドナルド・コーポレーションと当社の連結子会社日本マクドナル

ド株式会社との間には、ライセンス契約に基づくロイヤルティーの支払等の取引関係があります。詳細につきまして

は、第５［経理の状況］－［関連当事者との取引］をご参照ください。また、社外監査役又市義男氏及び社外監査役吉

野賢治氏と当社の間に重要な該当事項はありません。

　（2）　役員報酬の内容

　①　取締役の報酬体系

 平成19年３月27日開催の第36回定時株主総会において決定された報酬限度額は、年額600百万円（使用人兼務取

締役の使用人分を含まない。）であり、会社法第361条第１項に基づく限度額枠内での月例報酬及び株価連動型報酬

並びに業績連動型報酬を設けております。なお、当事業年度において限度額枠内での株価連動報酬による支払が101

百万円、業績連動型報酬による支払が125百万円発生しております。

　②　監査役の報酬体系

 平成13年３月29日開催の第30回定時株主総会により決定された報酬限度額は、年額30百万円であり、会社法第387

条に基づく限度額枠内での月例報酬を設けております。

 当事業年度における当社の取締役６名及び監査役３名に対する報酬の内容は以下のとおりであります。

区分
支払額

取締役 監査役 合計

　定款又は株主総会に基づく報酬　 360百万円 23百万円 384百万円

（注）取締役への支払額のうち、社外取締役への支払額は14百万円であります。また、監査役への支払額のうち、社

外監査役への支払額は７百万円であります。
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　（3）　監査報酬の内容

 当社の新日本監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の内容は、26百万円でありま

す。また、上記以外の業務に基づく報酬の内容は、１百万円であります。なお、当社の重要な連結子会社である日本マク

ドナルド㈱は新日本監査法人の監査を受けており、その公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の内

容は、21百万円であります。また、上記以外の業務に基づく報酬の内容は、２百万円であります。

　（4）　取締役の定数

 当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

　（5）　取締役の選任及び解任の決議要件

 当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

 また、解任決議について、会社法の定めに従い、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行うこととしております。

　（6）　自己の株式の取得

 当社は会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款

に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により

自己の株式を取得することを目的とするものであります。

EDINET提出書類

日本マクドナルドホールディングス株式会社(E03366)

有価証券報告書

37/87



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人

による監査を受けております。

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        
Ⅰ　流動資産        
１．現金及び預金   11,338   12,005  
２．売掛金   8,440   9,050  
３．有価証券 ※２  250   －  
４．たな卸資産   2,559   2,871  
５．繰延税金資産   1,845   2,555  
６．その他   5,756   5,729  
貸倒引当金   △75   △69  
流動資産合計   30,115 15.6  32,143 16.0

Ⅱ　固定資産        
１．有形固定資産 ※４       

(1）建物及び構築物  93,288   94,728   
減価償却累計額  50,894 42,394  50,094 44,634  

(2）機械及び装置  19,815   21,363   
減価償却累計額  10,314 9,501  10,690 10,673  

(3）工具器具及び備品  20,749   21,932   
減価償却累計額  13,577 7,172  13,811 8,120  

(4）土地 ※６  17,277   17,277  
(5）建設仮勘定   106   910  
有形固定資産合計   76,452 39.6  81,615 40.5

２．無形固定資産        
(1）営業権   1,271   －  
(2）のれん   －   1,387  
(3）その他   4,149   8,398  
無形固定資産合計   5,420 2.8  9,785 4.9

３．投資その他の資産        
(1）投資有価証券  ※１  4,968   3,784  
(2）長期貸付金   37   19  
(3）繰延税金資産   2,583   2,613  
(4）敷金・保証金   67,441   64,064  
(5）その他 ※1,2  7,251   8,111  
貸倒引当金   △1,064   △835  
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

投資その他の資産合計   81,217 42.0  77,758 38.6
固定資産合計   163,090 84.4  169,159 84.0
資産合計   193,206 100.0  201,303 100.0
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        
Ⅰ　流動負債        
１．支払手形及び買掛金 ※５  19,497   12,596  
２．短期借入金   3,000   5,000  
３．未払金   12,171   19,605  
４．未払費用   9,965   9,830  
５．未払法人税等   883   5,996  
６．賞与引当金   1,694   2,021  
７．その他 ※2,5  12,768   9,549  
流動負債合計   59,979 31.1  64,599 32.1

Ⅱ　固定負債        
１．長期借入金   500   500  
２．退職給付引当金   1,653   2,007  
３．役員退職慰労引当金   77   99  
４．再評価に係る繰延税金
負債 

※６  508   508  

５．その他   420   340  
固定負債合計   3,158 1.6  3,455 1.7
負債合計   63,138 32.7  68,055 33.8

（純資産の部）        
Ⅰ　株主資本        
１．資本金   24,113 12.5  24,113 12.0
２．資本剰余金   42,124 21.8  42,124 20.9
３．利益剰余金   66,393 34.3  70,224 34.9
４．自己株式   △0 △0.0  △0 △0.0
株主資本合計   132,631 68.6  136,462 67.8

Ⅱ　評価・換算差額等        
１．その他有価証券評価差
額金

  2,639 1.4  1,937 1.0

２．繰延ヘッジ損益   38 0.0  1 0.0
３．土地再評価差額金 ※６  △5,240 △2.7  △5,240 △2.6
評価・換算差額等合計   △2,563 △1.3  △3,302 △1.6

Ⅲ　少数株主持分   － －  88 0.0
純資産合計   130,067 67.3  133,247 66.2
負債純資産合計   193,206 100.0  201,303 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   355,696 100.0  395,061 100.0
Ⅱ　売上原価   310,049 87.2  331,020 83.8
売上総利益   45,646 12.8  64,040 16.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,6  38,266 10.7  47,307 12.0
営業利益   7,380 2.1  16,733 4.2

Ⅳ　営業外収益        
１．受取利息  83   100   
２．受取配当金  108   37   
３．持分法による投資利益  27   11   
４．未回収商品券収入  116   238   
５．受取保険金  139   109   
６．受取休業補償金  173   588   
７．その他  459 1,108 0.3 407 1,492 0.4
Ⅴ　営業外費用        
１．支払利息  16   22   
２．店舗用固定資産除却損  2,593   2,176   
３．貸倒引当金繰入額  58   －   
４．その他  111 2,780 0.8 410 2,609 0.6
経常利益   5,708 1.6  15,616 4.0

Ⅵ　特別利益        
　１．貸倒引当金戻入益  －   143   

２．店舗移転補償金  167 167 0.0 236 380 0.1

Ⅶ　特別損失        
１．固定資産除却損 ※２ 79   408   
２．減損損失 ※３ 2,292   46   
３．取引契約解約損  －   369   
４．店舗閉鎖損失 ※４ －   1,288   
５．キャンペーン賞品
回収に伴う損失

※５ 131 2,503 0.7 － 2,112 0.6

税金等調整前当期純利益   3,372 0.9  13,883 3.5
法人税、住民税及び
事業税

 827   6,297   

法人税等調整額  995 1,823 0.5 △231 6,065 1.5
少数株主損失   － －  1  △0.0
当期純利益   1,549 0.4  7,819 2.0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 68,832 △0 135,070

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △3,988  △3,988

当期純利益   1,549  1,549

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △2,439 △0 △2,439

平成18年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 66,393 △0 132,631

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等

合計

平成17年12月31日　残高
（百万円）

3,641 － △2,806 834 135,905

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △3,988

当期純利益     1,549

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,002 38 △2,433 △3,398 △3,398

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,002 38 △2,433 △3,398 △5,837

平成18年12月31日　残高
（百万円）

2,639 38 △5,240 △2,563 130,067

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 66,393 △0 132,631

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △3,988  △3,988

当期純利益   7,819  7,819

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 3,830 － 3,830

平成19年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 70,224 △0 136,462

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

2,639 38 △5,240 △2,563 － 130,067

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当      △3,988

当期純利益      7,819
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△702 △36 － △738 88 △650

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△702 △36 － △738 88 3,180

平成19年12月31日　残高
（百万円）

1,937 1 △5,240 △3,302 88 133,247

EDINET提出書類

日本マクドナルドホールディングス株式会社(E03366)

有価証券報告書

43/87



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前当期純利益  3,372 13,883
減価償却費  8,958 10,012
減損損失  2,292 46
引当金の増減額（減少：△）  942 467
未回収商品券収入  △116 △238
受取利息及び配当金  △191 △138
支払利息  16 22
持分法による投資利益  △27 △11
固定資産除却損  1,979 1,867
売掛金の増減額（増加：△）  △37 △601
たな卸資産の増減額（増加：△）  298 △312
フランチャイズ店舗の買取に係る
営業権の増減額（増加：△）

 37 －

フランチャイズ店舗の買取に係る
のれんの増減額（増加：△）

 － △116

その他の資産の増減額（増加：△）  △1,587 △512
買掛金の増減額（減少：△）  359 1,498
支払手形の増減額（減少：△）  2,184 △8,399
未払費用の増減額（減少：△）  1,791 △142
その他の負債の増減額（減少：△）  △2,793 8,170
その他  13 △4
　小計  17,493 25,491
利息及び配当金の受取額  113 43
利息の支払額  △7 △14
法人税等の支払額  △129 △1,183
営業活動によるキャッシュ・フロー  17,469 24,337

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    
店舗設備等の取得による支出  △14,233 △22,831
店舗設備等の売却による収入  698 1,803
投資有価証券の満期償還による収入  416 250
出資金の回収による収入  － 209
敷金・保証金の差入れによる支出  △1,987 △1,685
敷金・保証金の回収による収入  4,237 4,824
貸付金の回収による収入  36 17
情報システムの開発による支出  △1,627 △4,157
その他  △516 △286
投資活動によるキャッシュ・フロー  △12,976 △21,855

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入れによる純増減額
（減少額：△）

 △500 2,000

配当金の支払による支出  △3,904 △3,902
少数株主からの払込による収入  － 90
自己株式の取得による支出  △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,405 △1,812
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △1 △2
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額  86 666
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  11,251 11,338
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 11,338 12,005
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する

事項

 (1）連結子会社の数　２社

 　　連結子会社の名称

 　　　日本マクドナルド（株）

　　　 (株）エブリデイ・マック

 (1）連結子会社の数　３社

 　　連結子会社の名称

  　　　日本マクドナルド（株）

　　　　(株）エブリデイ・マック

 　　   TheＪＶ（株）

　　当社は当連結会計年度において、日本マ

クドナルド㈱の新会員向けプロモーショ

ン活動等を企画及び運営する新会社であ

るTheＪＶ㈱を設立し、その持分の70％を

取得しております。

  (2）非連結子会社の数　１社

非連結子会社の名称

カリフォルニア・ファミリー・レス

トランツ・インク

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためでありま

す。

 (2）非連結子会社の数　１社

非連結子会社の名称

同左

　　　（連結の範囲から除いた理由）

 

同左

２．持分法の適用に関す

る事項

(1）持分法適用の関連会社数　２社

 匿名組合２組合

(1）持分法適用の関連会社はありません。な

お、前連結会計年度において持分法適用の

関連会社でありました匿名組合２組合は、

当連結会計年度において清算したため、持

分法の適用範囲から除外しております。

 (2)持分法を適用していない非連結子会社

　　カリフォルニア・ファミリー・レスト

ランツ・インクは、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等がいずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、持分法の

適用範囲から除外しております。

(2)持分法を適用していない非連結子会社　　

　

同左

３．連結子会社の事業年

度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致

しております。
同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

４．会計処理基準に関す

る事項   

(1）重要な資産の評価

基準及び評価方法

①　有価証券 ①　有価証券

(イ）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

 (イ）満期保有目的の債券

同左

 (ロ）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均法により算

定）

 (ロ）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

総平均法による原価法

 時価のないもの

同左

  ②　デリバティブ

　　時価法

 

 ②　デリバティブ

同左

  ③　たな卸資産

食品材料及び貯蔵品

総平均法による原価法

 ③　たな卸資産

同左

 

(2）重要な減価償却資

産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

 ①　有形固定資産

 

同左

 建物及び構築物 ２年～50年

機械及び装置 ２年～15年

工具器具及び備品 ２年～20年

 

 ②　無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

 ②　無形固定資産

 

同左

 ③　長期前払費用

定額法

 ③　長期前払費用

同左

(3）重要な引当金の計

上基準

①　貸倒引当金

　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

 ①　貸倒引当金

 

同左

 ②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

 ②　賞与引当金

 

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

  ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数（８年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

 ③　退職給付引当金

 

同左

 ④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員

退職慰労金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。

 ④　役員退職慰労引当金

 

同左

(4）重要なリース取引

の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

 

同左

(5）重要なヘッジ会計

の方法

 ①　ヘッジ会計の方法　

　振当処理の要件を満たしている為替予

約については振当処理を採用しておりま

す。 

 ①　ヘッジ会計の方法　

同左

  ②　ヘッジ手段とヘッジ対象　

ヘッジ手段　　　ヘッジ対象

　為替予約　　　　仕入に係る　　

 　　　　　　　　 外貨建予定取引　　　

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象　

同左

  ③　ヘッジ方針

　日本マクドナルド株式会社の社内規程

に基づき為替変動リスクをヘッジしてお

ります。また、通常の営業過程における貯

蔵品輸入取引の範囲内で為替予約取引を

行っております。 　

 ③　ヘッジ方針

同左

  ④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を四半期毎に比較し、両者の変動額

を基礎にしてヘッジの有効性を判定して

おります。 

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6）その他連結財務諸

表作成のための重

要な事項

 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。

 消費税等の会計処理

同左

５．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３カ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

 

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日

　　　　至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日

　　　　至　平成19年12月31日）

  （固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより営業利益が219百万円増加、経常利益が398

百万円増加し、税金等調整前当期純利益が1,836百万円減少

しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は130,029百万円で

あります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

――――――――――

 

 

 

  

 

――――――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日

　　　　至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日

　　　　至　平成19年12月31日）

 （連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで固定負債に区分掲記しておりまし

た「預り保証金」は、当連結会計年度において金額的重

要性が乏しくなったため、固定負債「その他」に含めて

表示しております。なお、当連結会計年度末の残高は325

百万円であります。 

 （連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「営業権」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示し

ております。

 （連結損益計算書）

「受取休業補償金」は、前連結会計年度において、営業

外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度において営業外収益の総額の100分の10を

超えたため、区分掲記しております。なお、前連結会計年

度における金額は123百万円であります。      　

 ――――――――――

 ――――――――――  （連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、 「フランチャイズ店舗の買

取に係る営業権の増減額」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「フランチャイズ店舗の買取に

係るのれんの増減額」と表示しております。　
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 341百万円

出資金 213百万円

投資有価証券（株式） 341百万円

※２．有価証券250百万円及び、投資その他の資産におけ

る「その他」のうち1,160百万円は、前払式証票の規則

等に関する法律に基づきマックカード発行に係る営

業保証金として供託されております。なお、担保され

る負債は前受金であり、金額は423百万円であります。

※２．投資その他の資産における「その他」のうち1,510

百万円は、前払式証票の規則等に関する法律に基づき

マックカード発行に係る営業保証金として供託され

ております。なお、担保される負債は前受金であり、金

額は445百万円であります。

　３．偶発債務

(1）金融機関からの出資先への借入金に対して次の

とおり保証を行っております。

　３．偶発債務

(1）金融機関からの出資先への借入金に対して次の

とおり保証を行っております。

日本トイザらス株式会社 1,128百万円 日本トイザらス株式会社 952百万円

(2）従業員の住宅ローンの銀行からの借入金に対し

て次のとおり保証を行っております。

(2）従業員の住宅ローンの銀行からの借入金に対し

て次のとおり保証を行っております。

  ６百万円    ３百万円

※４．保険差益による有形固定資産の圧縮額は110百万

円、収用による有形固定資産の圧縮額は110百万円で

あります。

※４．保険差益による有形固定資産の圧縮額は93百万円、

収用による有形固定資産の圧縮額は110百万円であり

ます。

※５．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が期末残高に含まれて

おります。

※５．　　　　　　――――――――――

 

 

 

 

支払手形 1,942百万円

設備関係支払手形 981百万円

 

※６．土地再評価

　「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）」に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

※６．土地再評価

　「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）」に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号」に定める

固定資産税評価額に基づき合理的な調整を行い算

出しております。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号」に定める

固定資産税評価額に基づき合理的な調整を行い算

出しております。

再評価を行った年月日 　　平成13年12月31日

再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

     △4,114百万円

再評価を行った年月日 　　平成13年12月31日

再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

    △3,922百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 （百万円）
(1）広告宣伝費 8,263
(2）販売促進費 9,068
(3）給与手当 5,543
(4）賞与 1,824
(5）賞与引当金繰入額 1,212
(6）退職給付費用 628
(7）役員退職慰労引当金繰入額 27
(8）地代家賃 905
(9）減価償却費 1,289

(10）外部委託費 2,910
(11）調査研究費 440

 （百万円）
(1）広告宣伝費 9,363
(2）販売促進費 14,899
(3）給与手当 5,941
(4）賞与 2,008
(5）賞与引当金繰入額 1,411
(6）退職給付費用 386
(7）役員退職慰労引当金繰入額 27
(8）地代家賃 919
(9）減価償却費 1,325

(10）外部委託費 4,175
(11）調査研究費 414

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 （百万円）
建物及び構築物 20
機械及び装置 33
工具器具及び備品 11
ソフトウェア 14
計 79

 （百万円）
建物及び構築物 122
機械及び装置 228
工具器具及び備品 31
ソフトウェア 24
計 408

※３．当連結会計年度において、当社グループは以下の減

損損失を計上しております。 

※３．当連結会計年度において、当社グループは以下の減

損損失を計上しております。 

用途 種類 場所
減損損失
 （百万
円）

営業店舗
建物及び
 構築物等 

 関東地区 1,784

 同上 同上 
 北海道・
 東北地区 

337

 同上 同上  その他 170
 合計   2,292

用途 種類 場所
減損損失
 （百万
円）

営業店舗
建物及び
 構築物等 

関東地区 42

 同上 同上 　その他 3
 合計   46

　当社グループは、主に管理会計上の区分であり継続的に

収支の把握を行っている一定の地域等を単位として、資産

のグルーピングを行っております。営業損益が継続してマ

イナスで、資産グループの固定資産簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断した資産グループについて、当該資産

グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少

額を減損損失（2,292百万円）として特別損失に計上して

おります。

 その種類ごとの内訳は以下のとおりであります。

 　（内訳）　　　　　　　　　　（百万円）

 建物及び構築物 1,487
 機械及び装置 373

 工具器具及び備品 171

 リース資産 240

 その他 19

 合計 2,292

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー見積額を5.2％で

割り引いて算定しております。

 

　当社グループは、主に管理会計上の区分であり継続的に

収支の把握を行っている一定の地域等を単位として、資産

のグルーピングを行っております。営業損益が継続してマ

イナスで、資産グループの固定資産簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断した資産グループについて、当該資産

グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少

額を減損損失（46百万円）として特別損失に計上してお

ります。

 その種類ごとの内訳は以下のとおりであります。

 　（内訳）　　　　　　　　　　（百万円）

 建物及び構築物 35
 機械及び装置 5

 工具器具及び備品 3

 リース資産 1

 合計 46

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー見積額を5.6％で

割り引いて算定しております。
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※４．　　　　　―――――――――― ※４．当連結会計年度において、当社子会社である日本マ

クドナルド株式会社は、収益構造の抜本的改善を目指

し、戦略的な不採算店舗の閉店を行っております。特

別損失に計上されております「店舗閉鎖損失」は、こ

の閉店に伴い発生した固定資産除却損、原状回復費用

等の損失であります。　

※５．特別損失に計上されております「キャンペーン賞

品回収に伴う損失」は、当社子会社である日本マクド

ナルド株式会社が８月に実施した販売促進キャン

ペーンにおける賞品の一部が不良品であることが判

明したため、その賞品の回収に伴い発生した損失であ

ります。

※５．　　　　  ――――――――――　

 

※６．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

335百万円であります。

※６．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

414百万円であります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 132,960,000 － － 132,960,000

合計 132,960,000 － － 132,960,000

自己株式     

普通株式（注） 148 50 － 198

合計 148 50 － 198

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月27日

定時株主総会
普通株式 3,988 30 平成17年12月31日 平成18年３月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 3,988  利益剰余金 30 平成18年12月31日 平成19年３月28日

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 132,960,000 － － 132,960,000

合計 132,960,000 － － 132,960,000

自己株式     

普通株式 198 － － 198

合計 198 － － 198

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 3,988 30 平成18年12月31日 平成19年３月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日

定時株主総会
普通株式 3,988  利益剰余金 30 平成19年12月31日 平成20年３月28日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている「現金及び預金」の金額は一致してお

ります。

※ 

同左
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

借主側

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

借主側

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

減損損失
累計額
相当額 
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び
構築物

2 1 － 1

機械及び
装置

8,573 4,204 159 4,209

工具器具
及び備品

4,481 2,083 75 2,322

合計 13,057 6,288 234 6,534

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

減損損失
累計額
相当額 
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び
構築物

1 0 － 0

機械及び
装置

8,672 4,730 145 3,795

工具器具
及び備品

3,901 2,442 68 1,389

合計 12,575 7,174 214 5,186

(2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,415百万円

１年超 4,191百万円

　合計 6,606百万円

１年内 1,937百万円

１年超 3,234百万円

　合計 5,171百万円

リース資産減損勘定の残高　　

　

171百万円 リース資産減損勘定の残高　　

　

88百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,933百万円

リース資産減損勘定の取崩額 69百万円 

減価償却費相当額 2,218百万円

支払利息相当額 156百万円

減損損失 240百万円 

支払リース料 2,603百万円

リース資産減損勘定の取崩額 81百万円 

減価償却費相当額 2,182百万円

支払利息相当額 144百万円

減損損失 1百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

 　　　　　　　　　同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　 同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料 　　未経過リース料

１年内 337百万円

１年超 898百万円

合計 1,235百万円

１年内 337百万円

１年超 561百万円

合計 898百万円
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（有価証券関係）

前連結会計年度末（平成18年12月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を

超えないもの 
国債 250 249 △0

合計  250 249 △0

２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
株式 120 4,570 4,449

合計  120 4,570 4,449

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 56

４．満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

 １年超５年以内

（百万円）

 ５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

国債 250 － － －

合計 250 － － －

当連結会計年度末（平成19年12月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
株式 120 3,386 3,266

合計  120 3,386 3,266

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 56
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（デリバティブ関係）

Ⅰ　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．取引の内容

  利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替

予約取引であります。食品材料の輸入に係る為替予約

は、日本マクドナルド株式会社の判断に基づき輸入業

者に為替予約締結を依頼する方法で実施し、貯蔵品の

輸入に係る為替予約は日本マクドナルド株式会社の

判断に基づき金融機関との間で為替予約を締結する

方法で実施しております。

  なお、食品材料輸入に係る為替予約の実施による効

果は、輸入業者から食品材料を購入し日本マクドナル

ド株式会社及びそのフランチャイジーに納品してい

る配送業者との取引単価に反映されております。

１．取引の内容

 

同左

２．取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリス

クを回避する目的で、将来の輸入見込額等を考慮して

行っており、投機的な取引は行っておりません。

２．取引に対する取組方針

 

同左

３．取引の利用目的

  デリバティブ取引は、日本マクドナルド株式会社及

びそのフランチャイジーの食品材料等の安定的な仕

入価額を確保する目的で利用しております。なお、当

該デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って

おります。ヘッジ会計の方法については、重要な会計

方針に記載のとおりであります。

３．取引の利用目的

 

同左

４．取引に係るリスクの内容

　為替予約取引は、為替変動による市場リスクが存在

しますが、日本マクドナルド株式会社及び輸入業者が

行う為替予約取引の契約先は、国内の大手の金融機関

であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用

リスクは、ほとんどないと判断しております。

４．取引に係るリスクの内容

 

同左

５．取引に係るリスク管理体制

 デリバティブ取引の執行・管理は、日本マクドナル

ド株式会社における社内規程によって定められた

ルールに従い、担当執行役員等により構成される為替

委員会が為替予約方針を決定し、金融機関及び輸入業

者に予約の実施及び割当てを含めて依頼しておりま

す。輸入業者からは、取引のつど報告書及び証憑の写

しを入手し、実施状況を確認しております。

５．取引に係るリスク管理体制

 

同左

６．取引の時価等に関する事項についての補足説明

  取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでデリバティブ取引における契約額であり、当

該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを

示すものではありません。

　なお、契約額等、時価及び評価損益には、日本マクド

ナルド株式会社のほか、そのフランチャイジーに帰属

することになる部分が含まれております。

６．取引の時価等に関する事項についての補足説明

 

同左

Ⅱ　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連
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区分 種類

前連結会計年度（平成18年12月31日） 当連結会計年度（平成19年12月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
内１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
内１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引         

買建米ドル 29,242 8,792 31,457 2,215 48,102 18,329 49,315 1,213

合計 29,242 8,792 31,457 2,215 48,102 18,329 49,315 1,213

前連結会計年度  当連結会計年度

（注）１．時価の算定方法

期末の時価は先物相場を使用しております。

 （注）１．時価の算定方法

 同左

 　　 ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は

除いております。　

  　　 ２．　　　　 　　　同左　
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　連結子会社は、確定給付型の制度として、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、適格退職年

金制度を採用しております。

　また、連結子会社は上記退職給付制度のほか、全日本洋菓子厚生年金基金（総合型基金）に加入しておりまし

たが、平成19年6月28日付けで厚生労働省より解散の認可を受け、同日付で解散しております。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成18年12月31日現在）
当連結会計年度

（平成19年12月31日現在）

(1）退職給付債務（百万円） △19,532 △19,767

(2）年金資産残高（百万円） 25,588 25,201

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） 6,055 5,434

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） △4,096 △3,100

(5）連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)（百万円） 1,958 2,334

(6）前払年金費用（百万円） 3,611 4,341

(7）退職給付引当金(5)－(6)（百万円） △1,653 △2,007

３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(1）勤務費用（百万円） 1,571 1,650

(2）利息費用（百万円） 382 351

(3）期待運用収益（百万円） △343 △364

(4）数理計算上の差異費用処理額（百万円） △99 △164

(5）小計（百万円） 1,511 1,473

(6）割増退職金（百万円） 6 14

(7）退職給付費用合計（百万円） 1,518 1,488

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

(1）割引率 　 　 1.8％ 　 　 　 1.6％

(2）期待運用収益率 　 　 1.5％ 　 　 　 1.5％

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4）数理計算上の差異の処理年数 　　８年 　　　８年

EDINET提出書類

日本マクドナルドホールディングス株式会社(E03366)

有価証券報告書

58/87



（ストック・オプション等関係）

 　前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

　    該当事項はありません。　 

 　当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　    該当事項はありません。　 
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（税効果会計）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

項目
前連結会計年度

（平成18年12月31日現在）
当連結会計年度

（平成19年12月31日現在）
繰延税金資産   （百万円）   （百万円）

未払事業税等  195   670  

賞与引当金限度超過額  1,234   1,060  

役員退職慰労引当金  32   41  

貸倒引当金限度超過額  461   366  

退職給付引当金限度超過額  818   661  

食品材料廃棄損及び貯蔵品廃棄損  320   326  

減価償却費  1,088   799  

繰越欠損金  2,975   2,513  

減損損失  889   585  

その他  277   1,341  

繰延税金資産小計  8,292   8,367  

評価性引当額  △157   △194  

計  8,135   8,172  

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △1,810   △1,329  

退職給付信託設定益  △1,595   △1,592  

マックカード雑収入  △   26   △   14  

特別償却準備金  △  112   △    4  

労働保険料認定損  △   85   －  

その他  △   76   △   63  

計  △3,706   △3,003  

繰延税金資産の純額  4,428   5,168  

       

 

　上記のほか、「再評価に係る繰延

税金負債」として計上している土

地の再評価に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債の内訳は次のとお

りであります。

　上記のほか、「再評価に係る繰延

税金負債」として計上している土

地の再評価に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債の内訳は次のとお

りであります。

繰延税金資産       

土地再評価に係る繰延税金資産  2,433   2,433  

評価性引当額  △2,433   △2,433  

計  －   －  

繰延税金負債       

土地再評価に係る繰延税金負債  △　508   △　508  

計  △　508   △　508  

繰延税金負債の純額  △　508   △　508  

       

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異原因

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　当連結会計年度における法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率との間に重要な差異の原因となった主

要な項目別の内訳

　当連結会計年度における法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率との間に重要な差異の原因となった主

要な項目別の内訳
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

  ％

法定実効税率 40.69 

（調整）   

　交際費等永久に損金に算入されない項目 6.03 

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.82 

　住民税均等割額 2.10 

　連結子会社の税率差異 0.57 

　評価性引当額 4.67 

　その他 0.82 

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.06 

   

  ％

法定実効税率 40.69 

（調整）   

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.41 

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.16 

　住民税均等割額 0.52 

　連結子会社の税率差異 1.28 

　評価性引当額 0.26 

　その他 △0.31 

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.69 

   

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平

成19年12月31日）において、ハンバーガーレストラン事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの

売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平

成19年12月31日）において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平

成19年12月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

その他の
関係会社

マクドナル
ド・レスト
ラン・オペ
レーション
ズ・インク

米国デラ
ウエア州

3千米ドル 持株会社
被所有
直接　22.43

－ － 資金の借入 －
長期
借入金

500

（注）マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インクからの借入金の金利につきましては、市場金利利率等　

　を参考にした利率としております。

(2）役員及び個人主要株主等

 　　　　　　該当事項はありません。

参考情報（関連当事者との取引）

当社及び当社の連結子会社であります日本マクドナルド（株）と当社における関連当事者との取引の状況（連

結ベースでの関連当事者との取引の状況）は下記のとおりであります。

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

その他の
関係会社

マクドナル
ド・コーポ
レーション

米国イリ
ノイ州

16.6百万
米ドル

ハンバー
ガーレスト
ランチェー
ン

被所有
間接　49.99

兼任
３人

ライセン
ス契約に
基づくラ
イセンス
許諾

ロイヤルティー 11,037 未払金等 5,725

未収収入等 1,599
流動資産
の「その
他」

825

広告宣伝費・
出向社員給与等

930
流動負債
の「その
他」

307

マクドナル
ド・レスト
ラン・オペ
レーション
ズ・インク

米国デラ
ウエア州

3千米ドル 持株会社
被所有
直接　22.43

－ － 資金の借入 －
長期
借入金

500

 取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．当社の連結子会社であります日本マクドナルド㈱はマクドナルド・コーポレーションとライセンス契約を締結し

ており、その契約に基づきシステムワイドセールス（直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高）の2.5％を支払

ロイヤルティーとしております。

２．マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インクからの借入金の金利につきましては、市場金利利率等を参

考にした利率としております。

(2）役員及び個人主要株主等

 　　　　　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

その他の
関係会社

マクドナル
ド・レスト
ラン・オペ
レーション
ズ・インク

米国デラ
ウエア州

3千米ドル 持株会社
被所有
直接　22.43
間接　27.56

－ － 資金の借入 －
長期
借入金

500

（注）マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インクからの借入金の金利につきましては、市場金利利率等　

　を参考にした利率としております。

参考情報（関連当事者との取引）

当社及び当社の連結子会社であります日本マクドナルド（株）と当社における関連当事者との取引の状況（連
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結ベースでの関連当事者との取引の状況）は下記のとおりであります。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

その他の
関係会社

マクドナル
ド・コーポ
レーション

米国イリ
ノイ州

16.6百万
米ドル

ハンバー
ガーレスト
ランチェー
ン

被所有
間接　49.99

兼任
４人

ライセン
ス契約に
基づくラ
イセンス
許諾

ロイヤルティー 12,353 未払金等 6,347

未収収入等 1,773
流動資産
の「その
他」

898

広告宣伝費・
出向社員給与等

1,031
流動負債
の「その
他」

495

マクドナル
ド・レスト
ラン・オペ
レーション
ズ・インク

米国デラ
ウエア州

3千米ドル 持株会社
被所有
直接　22.43
間接　27.56

－ － 資金の借入 －
長期
借入金

500

 取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．当社の連結子会社であります日本マクドナルド㈱はマクドナルド・コーポレーションとライセンス契約を締結し

ており、その契約に基づきシステムワイドセールス（直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高）の2.5％を支払

ロイヤルティーとしております。

２．マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インクからの借入金の金利につきましては、市場金利利率等を参

考にした利率としております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 978.25円

１株当たり当期純利益金額 11.65円

１株当たり純資産額 1,001.50円

１株当たり当期純利益金額 58.81円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当期純利益（百万円） 1,549 7,819

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,549  7,819

期中平均株式数（千株）        132,959   132,959

（重要な後発事象）

　 該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,000 5,000 0.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 500 500 1.7 平成42年

その他の有利子負債 － － － －

計 3,500 5,500 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 － － － －

（２）【その他】

 （訴訟）

　 平成19年２月28日付で日本マクドナルド株式会社は、日本トイザらス株式会社に対し、サービス契約上の権利

を有する地位にあることの確認及び当該サービス契約に関わる延滞債権の支払を求める訴訟を提起しておりま

す。

　 なお、当社グループといたしましては、当然の請求権を求めるものであるため、当該債権の回収可能性に問

 題はないものと考えております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第36期

（平成18年12月31日）
第37期

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   449   200  
２．売掛金 ※４  4,874   5,453  
３．有価証券 ※１  250   －  
４．前払費用   2,241   2,276  
５．繰延税金資産   45   47  
６．短期貸付金 ※４  15,500   17,500  
７．その他   105   269  
流動資産合計   23,468 16.4  25,747 18.2

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産 ※３       
(1）建物  60,690   54,971   
減価償却累計額  42,471 18,218  39,972 14,999  

(2）構築物  6,662   6,256   
減価償却累計額  4,792 1,870  4,720 1,536  

(3）工具器具及び備品  82   81   
減価償却累計額  80 1  81 0  

(4）土地 ※５  17,277   17,277  
有形固定資産合計   37,367 26.2  33,813 23.9

２．無形固定資産        
(1）借地権   729   729  
(2）ソフトウエア   3,409   7,621  
(3）電話加入権   48   47  
無形固定資産合計   4,188 2.9  8,398 5.9

３．投資その他の資産        
(1）投資有価証券   4,626   3,443  
(2）関係会社株式   1,160   1,370  
(3）関係会社出資金   217   －  
(4）長期貸付金   17   11  
(5）破産債権、再生債権、更
生債権その他これら
に準ずる債権

  848   752  

(6）長期前払費用   1,203   1,319  
(7）繰延税金資産   1,891   1,926  
 (8）敷金・保証金   67,441   64,064  
 (9）その他 ※１  1,320   1,668  

貸倒引当金   △1,057   △819  
投資その他の資産合計   77,671 54.5  73,737 52.0
固定資産合計   119,227 83.6  115,948 81.8
資産合計   142,695 100.0  141,696 100.0
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第36期

（平成18年12月31日）
第37期

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        
Ⅰ　流動負債        
１. 買掛金   623   640  
２. 短期借入金   3,000   5,000  
３．未払金 ※４  4,998   5,991  
４．未払費用   58   194  
５．未払法人税等   55   78  
６．その他   42   40  
流動負債合計   8,778 6.2  11,946 8.5

Ⅱ　固定負債        
１．関係会社長期借入金   500   500  
２. 役員退職慰労引当金   36   45  
３．預り保証金   270   259  
４．再評価に係る
繰延税金負債 

※５  508   508  

固定負債合計   1,315 0.9  1,313 0.9
負債合計   10,094 7.1  13,260 9.4

（純資産の部）        
Ⅰ　株主資本        
１．資本金   24,113 16.9  24,113 17.0
２．資本剰余金        

(1）資本準備金  42,124   42,124   
資本剰余金合計   42,124 29.5  42,124 29.7

３．利益剰余金        
(1）利益準備金  253   253   
(2）その他利益剰余金        
　　繰越利益剰余金  68,712   65,249   
利益剰余金合計   68,965 48.3  65,502 46.2

４．自己株式   △0 △0.0  △0 △0.0
株主資本合計   135,202 94.7  131,740 92.9

Ⅱ　評価・換算差額等        
１．その他有価証券
評価差額金

  2,639 1.9  1,937 1.4

２．土地再評価差額金 ※５  △5,240 △3.7  △5,240 △3.7
評価・換算差額等合計   △2,601 △1.8  △3,303 △2.3
純資産合計   132,601 92.9  128,436 90.6
負債純資産合計   142,695 100.0  141,696 100.0

        

②【損益計算書】

  
第36期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高  ※３  53,158 100.0  54,553 100.0
Ⅱ　売上原価   49,724 93.5  51,287 94.0
売上総利益   3,434 6.5  3,265 6.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  2,075 3.9  2,479 4.6
営業利益   1,358 2.6  786 1.4

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息 ※３ 264   318   

２．受取配当金  204   37   
３. 受取休業補償金  121   335   

４. 受取経営指導料 ※３ －   204   

５．その他  123 714 1.3 120 1,015 1.9

Ⅴ　営業外費用        
１．支払利息  16   23   
２．貸倒引当金繰入額  58   －   
３．店舗用固定資産除却損  453   485   
４．遊休ソフトウェア
償却費

 －   86   

５．その他  14 542 1.0 183 779 1.4
経常利益   1,530 2.9  1,022 1.9

Ⅵ　特別利益        
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第36期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

１. 貸倒引当金戻入益  －   143   
２. 店舗移転補償金  80 80 0.1 144 288 0.5
Ⅶ　特別損失        
１．固定資産除却損 ※２ 58   330   
２．受取補償金返還損 ※４ 222 281 0.5 － 330 0.6
税引前当期純利益   1,330 2.5  980 1.8
法人税、住民税及び
事業税

 8   9   

法人税等調整額  692 701 1.3 444 454 0.8
当期純利益   628 1.2  526 1.0

        

売上原価明細書

  
第36期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

支払賃借料  44,615 89.7 46,270 90.2

減価償却費  5,109 10.3 5,016 9.8

売上原価  49,724 100.0 51,287 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

第36期（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成17年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 42,124 253 72,072 72,325 △0 138,562

事業年度中の変動額         

剰余金の配当     △3,988 △3,988  △3,988

当期純利益     628 628  628

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － △3,359 △3,359 △0 △3,360

平成18年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 42,124 253 68,712 68,965 △0 135,202

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高
（百万円）

3,641 △2,806 834 139,397

事業年度中の変動額     

剰余金の配当    △3,988

当期純利益    628

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,002 △2,433 △3,436 △3,436

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,002 △2,433 △3,436 △6,796

平成18年12月31日　残高
（百万円）

2,639 △5,240 △2,601 132,601

第37期（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 42,124 253 68,712 68,965 △0 135,202

事業年度中の変動額         

剰余金の配当     △3,988 △3,988  △3,988

当期純利益     526 526  526

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － △3,462 △3,462 － △3,462

平成19年12月31日　残高
（百万円）

24,113 42,124 42,124 253 65,249 65,502 △0 131,740
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

2,639 △5,240 △2,601 132,601

事業年度中の変動額     

剰余金の配当    △3,988

当期純利益    526

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△702 － △702 △702

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△702 － △702 △4,164

平成19年12月31日　残高
（百万円）

1,937 △5,240 △3,303 128,436
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重要な会計方針

項目
第36期

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1）満期保有目的の債券

同左

 (2）子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

(2）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (3）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定）

(3）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却

の方法

(1）有形固定資産

定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

(1）有形固定資産

 

　　　　　　　 同左

 建物 ２年～40年

構築物 ２年～50年

工具器具及び備品 ２年～20年

 

 (2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てる

ため、支給見込額の当事業年度負担額を

計上しております。

(2）　　 ―――――――――― 

 

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員

退職慰労金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

４．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

　消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によって

おります。

　消費税等の処理方法

同左
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会計処理方法の変更

第36期
（自　平成18年１月１日

　　　　至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日

　　　　至　平成19年12月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は132,601百万円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

 ――――――――――

 

 

 

 

 

　―――――――――― 
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注記事項

（貸借対照表関係）

第36期
（平成18年12月31日）

第37期
（平成19年12月31日）

※１．有価証券250百万円、投資その他の資産における

「その他」のうち1,160百万円は、前払式証票の規則等

に関する法律に基づきマックカード発行に係る営業

保証金として供託されております。なお、当該供託保

証金は、当社連結子会社である日本マクドナルド株式

会社の負債（前受金423百万円）の担保として供託し

ております。

※１．投資その他の資産における「その他」のうち1,510

百万円は、前払式証票の規則等に関する法律に基づき

マックカード発行に係る営業保証金として供託され

ております。なお、当該供託保証金は、当社連結子会社

である日本マクドナルド株式会社の負債（前受金445

百万円）の担保として供託しております。

　２．偶発債務

(1）金融機関からの出資会社への借入金に対して次

のとおり保証を行っております。

　２．偶発債務

(1）金融機関からの出資会社への借入金に対して次

のとおり保証を行っております。

日本トイザらス株式会社 1,128百万円 日本トイザらス株式会社 952百万円

(2）従業員住宅ローンの銀行からの借入金に対して

次のとおり保証を行っております。

(2）従業員住宅ローンの銀行からの借入金に対して

次のとおり保証を行っております。

      ６百万円        ３百万円

(3）会社分割時点で日本マクドナルド株式会社に承

継された負債について全額債務保証しております。

当事業年度末現在、同社の預り保証金43百万円につ

いて債務保証をしております。

(3）会社分割時点で日本マクドナルド株式会社に承

継された負債について全額債務保証しております。

当事業年度末現在、同社の預り保証金19百万円につ

いて債務保証をしております。

※３．保険差益による有形固定資産の圧縮額は82百万円、

収用による有形固定資産の圧縮額は110百万円であり

ます。

※３．保険差益による有形固定資産の圧縮額は68百万円、

収用による有形固定資産の圧縮額は110百万円であり

ます。

※４．関係会社に係る注記

　区分掲記されているもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する資産及び負債が、次のとおり含ま

れております。

※４．関係会社に係る注記

　区分掲記されているもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する資産及び負債が、次のとおり含ま

れております。

売掛金 4,874百万円

短期貸付金 15,500百万円

未払金 4,986百万円

売掛金 5,345百万円

短期貸付金 17,500百万円

未払金 5,940百万円

※５．土地再評価

　「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）」に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

※５．土地再評価

　「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）」に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

　再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号」に定める

固定資産税評価額に基づき合理的な調整を行い算

出しております。

　再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号」に定める

固定資産税評価額に基づき合理的な調整を行い算

出しております。

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

       △4,114百万円

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額

       △3,922百万円
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（損益計算書関係）

第36期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．当事業年度におきましては販売費に属する費用は

発生しておりません。一般管理費に属する費用の内、

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１．当事業年度におきましては販売費に属する費用は

発生しておりません。一般管理費に属する費用の内、

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1）役員報酬 190百万円

(2）役員退職慰労引当金繰入額 13 

(3）外部委託費 595 

(4）株主優待関連費用 572 

(5) 上場管理費用 224 

(1）役員報酬 384百万円

(2）役員退職慰労引当金繰入額 12 

(3）外部委託費 708 

(4）株主優待関連費用 713 

(5) 上場管理費用 235 

(6) 租税公課 146 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 24百万円

構築物 0 

ソフトウェア 34 

計 58百万円

建物 114百万円

構築物 0 

ソフトウェア 215 

計 330百万円

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。　　　　　　 

受取賃貸収入 52,927百万円

受取利息 182百万円

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。　　　　　　 

受取賃貸収入 54,335百万円

受取経営指導料 204百万円

受取利息 218百万円

※４．特別損失に計上しております「受取補償金返還

損」は過年度において当社が計上した受取休業補償

金及び店舗移転補償金のうち、当社の子会社である日

本マクドナルド株式会社に帰属する部分が当事業年

度において発覚したことによるものです。

 ※４．　　　　　　――――――――――

（株主資本等変動計算書関係）

第36期（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式（注） 148 50 － 198

合計 148 50 － 198

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

第37期（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     

普通株式 198 － － 198

合計 198 － － 198
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（有価証券関係）

第36期（平成18年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

第37期（平成19年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

項目
第36期

（平成18年12月31日）
第37期

（平成19年12月31日）

繰延税金資産  （百万円） （百万円）

未払事業税等  30   29  

役員退職慰労引当金  14   18  

貸倒引当金限度超過額  426   331  

減価償却費  295   439  

繰越欠損金  2,975   2,510  

その他  206   201  

繰延税金資産小計  3,949   3,530  

　　評価性引当額  △  157   △  171  

　　繰延税金資産計  3,792   3,358  

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △1,810   　△1,329  

その他  △   44   △   55  

繰延税金負債計  △1,854   △1,384  

繰延税金資産の純額  1,937   1,974  

       

 

　上記のほか、「再評価に係る繰

延税金負債」として計上してい

る土地の再評価に係る繰延税金

資産及び繰延税金負債の内訳は

次のとおりであります。

　上記のほか、「再評価に係る繰

延税金負債」として計上してい

る土地の再評価に係る繰延税金

資産及び繰延税金負債の内訳は

次のとおりであります。

繰延税金資産       

土地再評価に係る繰延税金資産  2,433   2,433  

評価性引当額  △2,433   △2,433  

計  －   －  

繰延税金負債       

土地再評価に係る繰延税金負債  △　508   △　508  

計  △　508   △　508  

繰延税金負債の純額  △　508   △　508  

       

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異原因

第36期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　当事業年度における法定実効税率と税効果会計適用後の法

人税等の負担率との間に重要な差異の原因となった主要な

項目別の内訳

　当事業年度における法定実効税率と税効果会計適用後の法

人税等の負担率との間に重要な差異の原因となった主要な

項目別の内訳
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第36期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

  ％

法定実効税率 40.69 

（調整）   

　交際費等永久に損金に算入されない項目 4.20 

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.59 

　住民税均等割額 0.67 

　評価性引当額 11.85 

　その他 △0.09 

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.72 

   

   

  ％

法定実効税率 40.69 

（調整）   

　交際費等永久に損金に算入されない項目 6.26 

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.34 

　住民税均等割額 0.96 

　評価性引当額 1.47 

　その他 △1.72 

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.32 

   

   

（１株当たり情報）

第36期
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第37期
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 997.30円

１株当たり当期純利益金額 4.73円

１株当たり純資産額 965.98円

１株当たり当期純利益金額 3.96円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第36期

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

第37期
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当期純利益（百万円） 628 526 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 628 526 

期中平均株式数（千株） 132,959 132,959 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。　 
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証
券

その他
有価証
券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

日本トイザらス㈱ 3,574,000 3,284

関西国際空港㈱ 1,100 55

㈱平和堂 18,600 35

ユニー㈱ 15,000 14

Ｔ＆Ｄホールディングス㈱ 3,140 18

㈱フジ 10,000 17

㈱東武ストア 36,000 14

片倉工業㈱ 1,000 2

ユーコン商事㈱ 2,000 1

財形住宅金融㈱ 3 0

  計 3,660,843 3,443
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

建物 60,690 500 6,219 54,971 39,972 2,261 14,999

構築物 6,662 1 407 6,256 4,720 210 1,536

工具器具及び備品 82 － 0 81 81 0 0

土地 17,277 － － 17,277 － － 17,277

有形固定資産計 84,712 501 6,627 78,587 44,773 2,472 33,813

借地権 729 － － 729 － － 729

ソフトウェア 5,704 5,585 726 10,563 2,941 1,312 7,621

電話加入権 48 0 1 47 － － 47

無形固定資産計 6,482 5,585 728 11,340 2,941 1,312 8,398

（注）１．ソフトウェアの主な増加理由は、当社の子会社であります日本マクドナルド株式会社へ賃貸するための、シ

ステム開発によるものであります。また、ソフトウェアの主な減少理由は、償却期間が終了したことによるも

のであります。

　　　２．建物の主な減少理由は、フランチャイジーへの店舗売却（119店）及び店舗の閉店（169店）があったことによ

るものであります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 1,057 53 91 199 819

役員退職慰労引当金 36 12 3 － 45

　（注）　貸倒引当金の当期減少額（その他）のうち、134百万円は貸倒懸念債権の回収可能性の検討による洗替額であ

り、65百万円は貸倒懸念債権の回収等によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金  

当座預金 167

普通預金 32

合計 200

ロ．売掛金

相手別内訳

相手先 金額（百万円）

　日本マクドナルド株式会社 5,453

合計 5,453

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高 当期発生高 当期回収高 次期繰越高 回収率 滞留期間

(A） (B） (C） (D）
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

4,874 47,189 46,611 5,453 89.5 39.9

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．短期貸付金

相手別内訳

相手先 金額（百万円）

　日本マクドナルド株式会社 17,500

合計 17,500

②　固定資産

敷金・保証金

区分 金額（百万円）

店舗 62,653

本社本部 1,063

社宅 347

合計 64,064

③　流動負債

買掛金

相手先 金額（百万円）

株式会社　エビス                           25
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相手先 金額（百万円）

イオン株式会社                  18

株式会社　ノトヤ 13

小田急電鉄株式会社 12

ＮＥＶＲＥＳＳＯ 11

その他 558

合計 640

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類

100株券　1,000株券　10,000株券　100,000株券

但し、必要があるときは、上記以外の株数を表示した株券を発行することが

できる。

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日 　　

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　名義書換手数料 無料

　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL　　http://www.mcd-holdings.co.jp/ 

株主に対する特典

毎年６月30日、12月31日現在の100株以上保有している株主に対し、マクド

ナルドで利用できる「優待食事券」を以下の基準により贈呈する。

(1）贈呈基準（所有株式数により以下のとおり優待食事券を贈呈する）

①　株式100株・200株保有株主　　優待食事券１冊

②　株式300株・400株保有株主　　優待食事券３冊

③　株式500株以上保有株主　　優待食事券５冊

(2）利用方法

優待食事券は、「バーガー類・サイドメニュー・お飲み物」３種類の

商品の無料引換券が１枚となったシートが６枚で１冊となっており、

１つの無料引換券につき１つの希望商品と引換える。

(3）有効期限

６月30日権利確定分→到着後翌年３月31日まで有効

12月31日権利確定分→到着後同年９月30日まで有効

(4）取扱場所

日本国内の全てのマクドナルド店舗

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以

外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

１．有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度　第36期（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）平成19年３月29日関東財務局長に提出

２．半期報告書

　（第37期中）（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）平成19年９月７日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年３月27日

日本マクドナルドホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高橋　英夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本マクド

ナルドホールディングス株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本マク

ドナルドホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の

減損に係る会計基準を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書

  平成20年３月26日

日本マクドナルドホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高橋　英夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本マクドナルドホールディングス株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本マク

ドナルドホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年３月27日

日本マクドナルドホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高橋　英夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本マクド

ナルドホールディングス株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本マクドナ

ルドホールディングス株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年３月26日

日本マクドナルドホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高橋　英夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 井村　順子　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本マクドナルドホールディングス株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第37期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本マクドナ

ルドホールディングス株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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